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１．計画の基本的な考え方・基本理念 
 

 

(１) 国の背景 

介護保険制度は２０００(平成１２)年に創設されてから２４年が経過し、住まい・医療・介護・予防・生

活支援を一体的に進める地域包括ケアシステムの構築を通して、高齢者の介護になくてはならないも

のとして定着してきました。 

計画期間中の２０２５(令和７)年には団塊の世代が全員７５歳以上となり、高齢者人口がピークを迎

える２０４０(令和２２)年には、８５歳以上の人口の割合が上昇するとともに１５歳から６４歳までの生

産年齢人口は急減することが見込まれます。高齢者人口が増えることに伴い、医療・介護双方のニー

ズを有する高齢者等様々なニーズのある要介護高齢者の増加に繋がることが予想されます。 

今後、需要に見合ったサービスを安定的に提供するために、高齢者の社会参加を進めることで世代

を超えて地域住民が共に支え合う（誰もが「支え・支えられる」）地域が形作られていく地域共生社会

の実現や、医療・介護双方のニーズを有する高齢者が増加する中で、介護事業所間、医療・介護間で連

携し、住み慣れた地域で医療・介護を継続して受け続けることができる取組みが求められています。 

また、都市部と地方で高齢化の進行が大きく異なることから、これまで以上に地域の実情に応じた

介護サービス基盤の計画的な整備が求められています。 

一方で、生産年齢人口の急減に伴い、地域包括ケアシステムを支える介護人材確保が難しくなるこ

とが懸念されます。介護現場における介護ロボットや ICT 等のテクノロジーの導入により、サービス

の質を確保しつつ効率的なサービス提供を行うとともに、介護職員の負担軽減を徹底し、地域包括ケ

アシステムを支える介護人材の確保対策を進めていくことが求められています。 

このように「地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組み」、「介護サービス基盤の計画的な整

備」「地域包括ケアシステムを支える介護人材の確保及び介護現場の生産性向上」を図っていくことが

国の基本指針で示されています。 
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(２) 松江市の状況 

松江市では、団塊の世代が全員７５歳以上となる２０２５(令和７)年まで後期高齢者人口が急増し、

団塊ジュニア世代が６５歳以上となる２０４０(令和２２)年に向けて生産年齢人口(１５～６４歳)の急速

な減少が続くことが予想されます。 

松江市では、2030(令和１２)年の松江のあるべき姿＝将来像を描いた「松江市総合計画

(MATSUE DREAMS ２０３０)」（２０２２（令和４）年度～２０２９（令和１１）年度）が最上位計画とし

て策定されています。この計画の基本目標「IV どだいづくり」の「健康・医療」の項目では、健康寿命

(６５歳以上平均自立期間)の延伸を目標としています。 

また、「みんなでやらこい 福祉でまちづくり」の理念のもと策定された「第５次松江市地域福祉計

画・地域福祉活動計画」（２０２０(令和２)年度～２０２４（令和６）年度)では、基本目標「４ 生活課題の

解決に向けた取組みを推進する」の進めるべき方策に「１９．健康づくりと介護予防の推進、認知症対

策」を掲げ、個人が自身の健康状態を意識し、日ごろからの健康づくりや介護予防に取組めるよう啓

発を行うとともに、既存事業を活かした効果的な取組みを行っています。 

これらの上位計画との整合性を図りながら、「地域でともに支えあい いきいき暮らせるまちづくり」

を推進し、高齢者だけでなく、誰もが住み慣れた地域の中で自立した生活を送ることができるよう、

それぞれが役割を担いながら、互いに支えあい、世代や分野を超えて「丸ごと」つながる地域共生社会

の実現を目指してまいります。 
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(３) 計画の位置づけ 

本計画は、高齢者への総合的なサービス提供を行っていくため、老人福祉法(昭和３８年法律第１３

３号)第２０条の８に基づく「市町村老人福祉計画」と、介護保険法(平成９年法律第１２３号)第１１７条

に基づく「介護保険事業計画」を一体的に策定するものです。 

また、本計画の策定にあたっては、「松江市総合計画(MATSUE DREAMS ２０３０)」(２０２２(令

和４)年度～２０２９(令和１１)年度)及び「第５次松江市地域福祉計画・地域福祉活動計画」(２０２０(令

和２)年度～２０２４(令和６)年度)を上位計画とし、関連する各分野の計画等との整合性を図り策定

するものです。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 計画の期間 

本計画は、２０２４(令和６)年度を初年度とする２０２６(令和８)年度までの３年間を計画期間として

策定するものです。 

計画期間中に団塊の世代が全て７５歳以上となる２０２５(令和７)年を迎えることとなり、高齢者の

生活を支える介護保険制度であり続けるために、また団塊ジュニア世代が６５歳以上となる２０４０

(令和２２)年を見据え、中長期的なサービス・給付・保険料の水準も推計しながら各施策の展開を図り

ます。 

松江市高齢者福祉計画・ 

第９期介護保険事業計画 

上位計画 根拠法令等 

介護保険法 

老人福祉法 等 

健康まつえ２１基本計画 

松江市障がい者基本計画 

島根県保健医療計画 

 

関連計画 

松江市総合計画(MATSUE DREAMS ２０３０) 

松江市地域福祉計画・地域福祉活動計画 

 根拠 

本計画書において、「第○期高齢者福祉計画・介護保険事業計画」は「第○期計画」と表記します。 

整合 

整合 
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(５) 日常生活圏域の設定 

松江市では、各地域で公民館活動を基本とした地域福祉活動が積極的に行われていることから、公

民館ブロックを基本とした日常生活圏域を設定してきました。 

また、日常生活圏域ごとに地域包括支援センターを設置し、エリアが広範囲にわたる２つの圏域(松

東圏域・湖南圏域)については、市民の利便性向上のためにサテライトを設置するほか、中央地域包括

支援センターを基幹的包括支援センターに位置づけ、相談体制の充実及び機能の強化に努めていま

す。 

第９期計画においても、引き続き６つの日常生活圏域を設定し、それぞれの日常生活圏域における

課題や地域の実情に応じた地域包括ケアシステム構築に向けた取組みを推進していきます。 

 

日常生活圏域別 高齢者人口 

圏 域 対象地域(公民館区) ６５歳以上人口(人) 

松 東 朝酌・川津・本庄・持田・島根・八束・美保関(★) １１,５７７ 

中 央 城北・城西・城東・白潟・朝日・雑賀 １０,６７２ 

松 北 法吉・生馬・古江・秋鹿・大野・鹿島 ９,０７７ 

松南第１ 津田・大庭・古志原 １０,２７３ 

松南第２ 竹矢・八雲・東出雲 ８,４３０ 

湖 南 乃木・忌部・玉湯・宍道(★) ９,７６６ 

 合 計 ５９,７９５ 

 ２０２３（令和５）年３月３１日現在、住民基本台帳登録数 

 (★)はサテライトを設置 

中央地域包括支援センターは基幹型に位置づける 

 

 

  

湖南包括 

松東包括 松東サテライト 

松南第２包括 

松南第１包括 中央包括 

松北包括 

湖南サテライト 
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(６) 計画の基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

現在、団塊ジュニア世代が６５歳以上となる２０４０（令和２２）年に向けて、高齢者人口の割合が上

昇することが見込まれ、同時に、１５歳から６４歳までの生産年齢人口が急速に減少していくことが見

込まれています。 

このような社会の変化に対応しながら、高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を続けていくこ

とができるように、住まい・医療・介護・予防・生活支援を一体的に提供する仕組みである「地域包括ケ

アシステム」を推進してまいります。 

さらに、「支える人」「支えられる人」という関係を超えて、一人ひとりが地域の課題を「我が事」とし

てとらえながら地域づくりに参加し、誰もが役割を持ち、お互いが配慮し存在を認め合い、世代や分

野を超えて「丸ごと」つながる地域共生社会の実現を目指します。 

第９期計画では、これまでの理念・取組みを発展的に継承しながら、高齢化や人口減少を見据え、

「地域でともに支えあい いきいき暮らせるまちづくり ～誰もが支え・支えられる持続可能な地域社

会へ～」を基本理念とし、４つの基本方針に基づき、各種施策を展開してまいります。 

 

 

 

地域でともに支えあい いきいき暮らせるまちづくり 

～誰もが支え・支えられる持続可能な地域社会へ～ 

【基本理念】 
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第２章 

高齢者の現状 
 

１．高齢者の現状 

(１) 高齢者人口の推移 

(２) 日常生活圏域別 人口 

(３) 日常生活圏域別 世帯の状況 

(４) 要介護認定者数の推移 

(５) 要介護の原因となる疾患 

(６) 認知症高齢者の状況 

(７) 給付費の状況 
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１．高齢者の現状 
 

(１) 高齢者人口の推移 

松江市の総人口は年々減少しており、年少人口(０歳～１４歳)と生産年齢人口(１５歳～６４歳)は減

少傾向にある一方、老年人口(６５歳以上)は増加しています。 

団塊の世代が全て７５歳以上となる２０２５(令和７)年までに後期高齢者人口の増加は加速し、団塊

ジュニア世代が６５歳以上となる２０４０(令和２２)年に向けて生産年齢人口(１５歳～６４歳)は急速に

減少していくことが推計されます。 

 

 

 

(単位：人) 

 
２０２１ 

(令和３)年 

２０２２ 

(令和４)年 

２０２３ 

(令和５)年 

２０２４ 

(令和６)年 

２０２５ 

(令和７)年 

２０２６ 

(令和８)年 

・・・ 

２０３０ 

(令和１２)年 

２０３５ 

(令和１７)年 

２０４０ 

(令和２２)年 

老年人口（６５歳以上） ５９,６８８ ５９,９０２ ５９,７９５ ５９,９５８ ６０,１２２ ６０,２４４ ６０,７３８ ６１,３０２ ６２,６８４ 

 

うち前期高齢者人口 

（６５歳～７４歳） 
２８,５０７ ２８,１０９ ２６,８６１ ２６,１５１ ２５,４４０ ２５,１４４ ２３,９５８ ２４,１５４ ２６,０７９ 

うち後期高齢者人口 

（７５歳以上） 
３１,１８１ ３１,７９３ ３２,９３４ ３３,８０７ ３４,６８２ ３５,１００ ３６,７８０ ３７,１４８ ３６,６０５ 

生産年齢人口 

（１５歳～６４歳） 
１１３,８７６ １１２,５８５ １１１,６６３ １１０,７２７ １０９,７９３ １０８,９１２ １０５,３８５ １００,５３８ ９４,４７０ 

年少人口 

（０歳～１４歳） 
２６,３２５ ２５,８４３ ２５,２９０ ２５,０７８ ２４,８６６ ２４,６６７ ２３,８６８ ２２,７７０ ２１,３９６ 

総人口 １９９,８８９ １９８,３３０ １９６,７４８ １９５,７６３ １９４,７８１ １９３,８２３ １８９,９９１ １８４,６１０ １７８,５５０ 

※推計値は、日本の地域別将来推計人口(国立社会保障・人口問題研究所)を参考 

老年人口（65歳以上） 生産年齢人口（15歳～64歳） 年少人口（0歳～14歳）

13％ 13％ 13％ 13％ 13％ 13％ 13％ 12％ 12％

57％ 57％ 57％ 56％ 56％ 56％ 55％ 55％ 53％

30％ 30％ 30％ 31％ 31％ 31％ 32％ 33％ 35％

0

50,000

100,000

150,000

200,000

2021

(令和3)年

2022

(令和4)年

2023

(令和5)年

2024

(令和6)年

2025

(令和7)年

2026

(令和8)年

2030

(令和12)年

2035

(令和17)年

2040

(令和22)年

（人） 総人口・年齢区分別人口

・ ・ ・

松江市高齢者福祉計画・ 

第９期介護保険事業計画 

２０２４-２０２６ 
(令和６年度)    (令和８年度) 
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高齢者の現状 
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(２) 日常生活圏域別 人口 

高齢者人口の分布をみると、松東圏域と松北圏域が市全体の高齢化率を上回る状況となっていま

す。 

 

圏 域 全年齢(人) ６５歳以上(人) 高齢化率(%) 

松 東 ３５,５６９ １１,５７７ ３２.５ 

中 央 ３５,９５７ １０,６７２ ２９.７ 

松 北 ２８,５８２ ９,０７７ ３１.８ 

松南第１ ３５,００３ １０,２７３ ２９.３ 

松南第２ ２８,１４３ ８,４３０ ３０.０ 

湖 南 ３３,４９４ ９,７６６ ２９.２ 

合 計 １９６,７４８ ５９,７９５ ３０.４ 

出典：松江市統計情報データベース(２０２３(令和５)年３月３１日現在)を元に介護保険課が加工 

 

 

(３) 日常生活圏域別 世帯の状況 

高齢者の独居率は圏域ごとにばらつきがあり、中央圏域が最も高く、世帯数の２割が独居世帯とい

う状況です。最も少ない松南第２圏域と比較すると、約５ポイント高くなっています。 

 

圏 域 ６５歳以上(人) 高齢化率(%) 世帯数(戸) 
高齢者独居

(戸) 
独居率(%) 

松 東 １１,５７７ ３２.５ １７,０８６ ２,８３７ １６.６ 

中 央 １０,６７２ ２９.７ １８,１６１ ３,６３４ ２０.０ 

松 北 ９,０７７ ３１.８ １２,８０６ ２,２２５ １７.４ 

松南第１ １０,２７３ ２９.３ １６,８６５ ３,１２０ １８.５ 

松南第２ ８,４３０ ３０.０ １１,８０２ １,７２５ １４.６ 

湖 南 ９,７６６ ２９.２ １４,５６８ ２,２２４ １５.３ 

合 計 ５９,７９５ ３０.４ ９１,２８８ １５,７６５ １７.３ 

出典：松江市統計情報データベース(２０２３(令和５)年３月３１日現在) を元に介護保険課が加工 
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(４) 要介護認定者数の推移 

要介護認定者数は、第９期計画期間中の３年間において横ばい又は微増で、認定率は１９％後半で

推移すると推計されます。 

その後、第１号被保険者数の増加に伴い、認定者数も増加することが予測され、２０３０（令和１２）

年に認定率２０％を超えると推計されます。 

(単位：人) 

 
２０２３ 

(令和５)年 

２０２４ 

(令和６)年 

２０２５ 

(令和７)年 

２０２６ 

(令和８)年 

・・・ 

２０３０ 

(令和１２)年 

２０３５ 

(令和１７)年 

２０４０ 

(令和２２)年 

第１号被保険者数 ５９,７９５ ５９,９５８ ６０,１２２ ６０,２４４ ６０,７３８ ６１,３０２ ６２,６８４ 

認定者数 １１,７１４ １１,８２４ １１,８６２ １１,８９０ １２,６７４ １３,７３７ １４,１９９ 

 

要支援１ １,７９３ １,８６５ １,８９０ １,９０５ ２,０２２ ２,１８１ ２,１８３ 

要支援２ １,８８３ １,８８０ １,８７６ １,８９０ ２,０１９ ２,１７７ ２,１８２ 

要介護１ ２,４５５ ２,４６７ ２,４５２ ２,４５７ ２,６３４ ２,８７９ ２,９５８ 

要介護２ １,７６１ １,７３６ １,７３４ １,７２７ １,８４２ ２,００８ ２,１０８ 

要介護３ １,３２７ １,３７３ １,３８２ １,３８０ １,４６８ １,５９５ １,６７９ 

要介護４ １,５０９ １,５２７ １,５５３ １,５５１ １,６５０ １,７６９ １,９０５ 

要介護５ ９８６ ９７６ ９７５ ９８０ １,０３９ １,１２８ １,１８４ 

認定率(%) １９.６  １９.７  １９.７  １９.７  ２０.９  ２２.４  ２２.７  

 

 

 

 

 

 

  

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

2023

(令和5)年

2024

(令和6)年

2025

(令和7)年

2026

(令和8)年

2030

(令和12)年

2035

(令和17)年

2040

(令和22)年

（人） 要介護認定者数の推計

・ ・ ・

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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(５) 要介護の原因となる疾患 

●年齢別にみる原因疾患 

要介護認定を受ける原因となった疾患を年齢別にみると、７４歳までの方は「脳梗塞」や「脳内出血」

が多く、７５歳以上では「アルツハイマー病」「血管性及び詳細不明の認知症」「骨折」が多くなっていま

す。 

  ６４歳以下 ６５～７４歳 ７５～８４歳 ８５～９４歳 ９５歳以上 

第１位 
脳梗塞 

（22.2％） 

脳梗塞 

（11.5％） 

アルツハイマー病 

（11.7％） 

血管性及び 

詳細不明の認知症 

（15.4％） 

血管性及び 

詳細不明の認知症 

（18.8％） 

第２位 
脳内出血 

（12.5％） 

脳内出血 

（6.2％） 

骨折 

（10.7％） 

アルツハイマー病 

（12.5％） 

骨折 

（12.9％） 

第３位 

その他の 

悪性新生物 

（8.5％） 

血管性及び 

詳細不明の認知症 

（5.7％） 

血管性及び 

詳細不明の認知症 

（10.5％） 

骨折 

（11.1％） 

アルツハイマー病 

（11.6%） 

第４位 

その他の 

神経系疾患 

（7.4％） 

骨折 

（5.5％） 

脳梗塞 

（8.2％） 

脳梗塞 

（7.0％） 

脳梗塞 

（7.4％） 

第５位 
パーキンソン病 

（5.1％） 

統合失調症、 

統合失調症型障害及び

妄想性障害 

（5.4％） 

関節症 

（5.0％） 

その他の心疾患 

（5.9％） 

その他の心疾患 

高血圧性疾患 

（7.1％） 

※２０２２（令和４）年度に認定された１号被保険者及び２号被保険者８,６４１件について分析 

 

 

 

●要介護度別にみる原因疾患 

要介護認定を受ける原因となった疾患を要介護度別にみると、要支援１・２では「関節症」「骨折」等

「筋骨格系及び結合組織の疾患」が多く、要介護１～５では「血管性及び詳細不明の認知症」「アルツ 

ハイマー病」「骨折」が多くなっています。 

  要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

第１位 
関節症 

（11.3％） 

骨折 

（14.8％） 

血管性及び詳細 

不明の認知症 

（21.8％） 

血管性及び詳細 

不明の認知症 

（15.2％） 

アルツ 

ハイマー病 

（14.5％） 

血管性及び詳細 

不明の認知症 

（16.1％） 

アルツ 

ハイマー病 

（17.5％） 

第２位 
骨折 

（8.6％） 

関節症 

（10.9％） 

アルツ 

ハイマー病 

（17.2％） 

アルツ 

ハイマー病 

（14.5％） 

骨折 

（14.3％） 

骨折 

（12.4％） 

血管性及び詳細 

不明の認知症

（16.8％） 

第３位 
脳梗塞 

（8.3％） 

脳梗塞 

（7.0％） 

骨折 

（7.5％） 

骨折 

（11.0％） 

血管性及び詳細 

不明の認知症 

（12.4％） 

アルツ 

ハイマー病 

（11.9％） 

脳梗塞 

（11.6％） 

第４位 

血管性及び詳細 

不明の認知症 

（6.4％） 

脊柱障害（脊椎

症を含む） 

（6.5％） 

脳梗塞 

（５9％） 

脳梗塞 

（5.5％） 

脳梗塞 

（9.1％） 

脳梗塞 

（10.2％） 

骨折 

（5.0％） 

第５位 

その他の 

心疾患 

（5.2％） 

その他の 

心疾患 

（5.６％） 

高血圧性疾患 

（4.1％） 

高血圧性疾患 

その他の心疾患

（4.4％） 

その他の 

心疾患 

（5.4％） 

高血圧性疾患 

その他の心疾患

（3.9％） 

脳内出血 

（4.4％） 

※２０２２(令和４)年度に認定された第１号被保険者８,４６５件について分析 

 

※分類にあたっては社会保険表章用疾病分類（122 項目）による 

「他に分類されないもの」を除く 

「その他の悪性新生物」には脳腫瘍や食道がんなどが含まれる 

「その他の神経系疾患」には筋萎縮性側索硬化症(ALS)などが含まれる 

「血管性及び詳細不明の認知症」の「詳細不明の認知症」は初老期認知症、老年期認知症をいう 

「その他の心疾患」には心不全などが含まれる 
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 (６) 認知症高齢者の状況 

２０２２（令和４）年１０月時点での要介護認定者数は１２,７５７人です。そのうち日常生活で見守りが

必要とされる（認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上）高齢者は７,９０５人です。 

 

 自立 Ⅰ 
Ⅱ Ⅲ 

Ⅳ M 
Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb 

人数 ２,１０５ ２,７４７ ２,９５６ ２,６８０ １,５９０ ８６ ５８３ １０ 

判定基準 
自立 

している 

何らかの認

知症がある

が日常生活

ではほぼ 

自立 

日常生活に支障を来す

ような症状・行動、意思

疎通の困難さが多少み

られても、誰かが注意

していれば自立できる 

Ⅱの状態がみられ、 

介護が必要 

Ⅲの状態が

頻繁にみら

れ常に介護

が必要 

専門医療を

必要とする 

見られる 

症状・行動 

の例 

  

道に迷う・

金銭管理

にミスが

目立つ 

服薬管理、

電話対応や

留守番が 

できない 

着替え、食事、排便・排

尿が上手にできない。

徘徊、失禁、奇声、不潔

行為等 

 

せん妄、妄

想、興奮・自

傷等問題行

動 

出典：地域包括ケア「見える化」システム (２０２２（令和４）年１０月) 

 

(７) 給付費の状況 

 

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

（２０２１(令和３)年,２０２２(令和４)年のみ「介護保険事業状況報告」月報、２０２３(令和５)年は４・５月の月報報告を基とした見込額） 

 

サービス種別 内容 種類 

施設サービス 施設で提供されるサービス 
介護老人福祉施設 

介護老人保健施設等 

居住系サービス 
高齢者向け住まい・施設で提供され
るサービス 

認知症対応型共同生活介護 

特定施設入居者生活介護等 

在宅サービス 在宅での介護を中心とするサービス 
訪問介護、通所介護 

ショートステイ等 

施設サービス 居住系サービス 在宅サービス

8,809 9,077 9,454 9,191 9,319 9,571 9,662 9,442 9,430 

2,379 2,431 2,578 2,631 2,637 2,715 2,731 2,717 2,685 

5,683 5,712 
5,766 5,946 5,984 6,017 5,962 6,057 6,343 

16,871 17,220 
17,798 17,768 17,940 18,303 18,355 18,216 18,458 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2015

(平成27)年

2016

(平成28)年

2017

(平成29)年

2018

(平成30)年

2019

(令和元)年

2020

(令和2)年

2021

(令和3)年

2022

(令和4)年

2023

(令和5)年

給付費

（百万円）
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１．第８期計画の取組み状況 
  

第８期計画については、基本理念、４つの基本方針、９つの施策の柱について「松江市社会福祉審議

会・高齢者福祉専門分科会」に取組み状況を報告しご意見をいただきながら、取組みを推進するための

方策を検討し、各種施策に取組みました。 

 

 

(１) 基本理念及び基本方針 

 

【基本理念】 

 

地域でともに支えあいいきいき暮らせるまちづくり 

指標名（単位） 
２０２１（令和３）年度 

（実績） 

２０２２（令和４）年度 

（実績） 

２０２３（令和５）年度 

（実績見込み） 
目標値 

幸福度が８点以上の人の割合

（％） 
４５.１＊１ ５０.０ 

主観的に健康状態がよいと感

じている人の割合（％） 
７７.６＊１ ８０.０ 

 

*１ 松江市「高齢者の生活に関するアンケート（２０２２（令和４）年度調査）」*２による数値。 

*２ 松江市「高齢者の生活に関するアンケート（２０２２（令和４）年度調査）」(介護予防・日常生活圏域ニーズ調査)：本調査は今後の高齢

者福祉サービスや健康づくりの方策を検討するために、日頃の生活や介護の状況、サービスの利用意向等の実態を把握することを

目的として実施したもの。 

 

  

第３章 

第８期計画の 
取組みの評価 

松江市高齢者福祉計画・ 

第９期介護保険事業計画 

２０２４-２０２６ 
(令和６年度)    (令和８年度) 
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【基本方針】 

 

１．健康づくりと介護予防の推進（健康寿命の延伸） 

指標名（単位） 
２０２１（令和３）年度 

（実績） 

２０２２（令和４）年度 

（実績） 

２０２３（令和５）年度 

（実績見込み） 
目標値 

要介護認定率（施策反映後）

（％）＊１ 
１９.９ １９.６ １９.７ ２０.３ 

健康寿命を延伸する(６５歳平

均自立期間)（年）＊２ 

女性２１.６８ 

男性１８.３２ 

女性２１.７４ 

男性１８.５４ 

女性 21.９５ 

男性 18.５２ 

女性２１.６６ 

男性１９.０６ 
(令和６年度目標値) 

 

 

２．多様なニーズに対応した介護サービスの提供 

指標名（単位） 
２０２１（令和３）年度 

（実績） 

２０２２（令和４）年度 

（実績） 

２０２３（令和５）年度 

（実績見込み） 
目標値 

住みやすさの実感割合（％）＊３ ８２.８ ８１.５ ７７.９ ９５.０ 

 

 

３．認知症施策の推進 

指標名（単位） 
２０２１（令和３）年度 

（実績） 

２０２２（令和４）年度 

（実績） 

２０２３（令和５）年度 

（実績見込み） 
目標値 

認知症に関する相談窓口を知

っている人の割合（％） 
２７.２＊４ ６０.０ 

要配慮者支援組織の世帯カバ

ー率（％） 
４２.０ ４３.３ 44.7 ７０.０ 

 

 

４．介護人材の確保 

指標名（単位） 
２０２１（令和３）年度 

（実績） 

２０２２（令和４）年度 

（実績） 

２０２３（令和５）年度 

（実績見込み） 
目標値 

介護職員の充足率（％）＊５ １１.３ １０.３ １２.５ ２５.０ 

 

*１ 第１号被保険者に対する要介護認定者数の割合。 

*２ ６５歳から数えて、介護を必要とせず、自立して健康で生活できる期間/年。 

*３ 「松江市総合計画(MATSUE DREAMS ２０３０)」まちづくりのための市民アンケートで１８歳以上の松江市民のうち、松江市は住

みやすいと答えた方の割合。 

*４ 松江市「高齢者の生活に関するアンケート（２０２２（令和４）年度調査）」において、認知症に関する相談窓口を知っている方の割合。 

*５ ハローワーク松江における新規求人数に対する就職件数の割合。 
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(２) 施策の柱 

 

【基本方針】 １．健康づくりと介護予防の推進（健康寿命の延伸） 

 

(１) 健康づくり施策の充実・推進 

指標名（単位） 
２０２１（令和３）年度 

（実績） 

２０２２（令和４）年度 

（実績） 

２０２３（令和５）年度 

（実績見込み） 
目標値 

新規要介護（支援）認定者の 

平均年齢（歳） 
８１.９ ８２.０ 81.3 ８２.０ 

●セルフチェック「るるくる＊６」による生活習慣の見直しや、「松江市の歌」に合わせた「まつえっこ体操」

の考案・普及等、日常的な健康づくりの啓発を行いました。 

●健診については、ウィズコロナ対策として受診期間を延長し、機会の確保を図りました。 

●「なごやか寄り合い」や自主グループ活動に保健師等の専門職を派遣し、運動・栄養に関する講話や

指導を実施しました。 

●これらの取組みを行いましたが、２０２３(令和５)年度の実績見込みは８１.３歳であり、2022（令和

４）年度の８２.０歳から低下しました。 

●目標値の達成には、新規要介護認定者の主な原因疾患である脳血管疾患や筋骨格系疾患の予防が

重要です。 

●引き続き、セルフチェック「るるくる」による生活習慣の見直しや、「まつえっこ体操」、「なごやか寄り

合い」等を活用した運動習慣づくり・食生活の改善に向けた取組みを推進します。 

 

 

(２) 介護予防・重度化防止の効果的な取組み 

指標名（単位） 
２０２１（令和３）年度 

（実績） 

２０２２（令和４）年度 

（実績） 

２０２３（令和５）年度 

（実績見込み） 
目標値 

新規要支援認定者の重度化率

（％） 
１９.５ １７.７ １５.７ １０.０ 

●２０２２(令和４)年度より松江市独自に自立支援強化・評価加算を開始し、ほぼ全ての指定事業所が

加算の算定対象となっています。 

●「からだ元気塾」「なごやか寄り合い」「歯つらつ健口教室」等の事業の実施、通所型サービスＢや自

主グループの活動への支援を行いました。 

●新型コロナウイルス感染症に留意しながら、介護予防・重度化防止の取組みを進めることで、重度化

率は年次的に低下し、2023(令和５)年度の実績見込みは１５.７％となりました。 

●今後高齢化が進み、要支援認定者の増加が見込まれることから、自立期間を延ばし、いつまでも地

域で自分らしく暮らすことができるよう、運動機能・口腔機能や栄養状態等の向上、高齢者の社会

参加を促していくための取組みを継続していきます。 

 

*６ るるくる：血圧や体重をはかり、記録して生活を振り返り、生活習慣を変えて行こうという松江市の健康づくり運動のこと。はか○る 、

つけ○る 、きづ○く 、かわ○る 、の４ステップの最後の文字をとってキャッチフレーズとした。  
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(３) 生きがいづくり・社会参加の促進 

指標名（単位） 
２０２１（令和３）年度 

（実績） 

２０２２（令和４）年度 

（実績） 

２０２３（令和５）年度 

（実績見込み） 
目標値 

生きがいがある人の割合（％） ６１.０＊１ ８０.０ 

●まめなかポイント事業＊２によるボランティア活動の推進、シルバー人材センター＊３や高齢者クラブ

への支援を通じ、高齢者が地域社会で活躍できる環境づくりに取組みました。 

●高齢者の社会参加の促進のため、路線バスの運賃助成による高齢者の外出支援に取組みました。 

●「なごやか寄り合い」の世話人同士の情報交換や、新型コロナウイルス感染症の影響下での活動に

ついて研修会を開催しました。また、会場確保や実施内容等運営方法について、相談や支援を行い

ました。 

●これらの取組みを行いましたが、新型コロナウイルス感染症による活動自粛等の影響もあり、実績

値は６１.０％にとどまりました。 

●高齢者が、就業やボランティア活動、趣味活動等様々な分野で活躍し、地域でいきいきと過ごすこ

とができるよう、引き続き活動団体への支援を行い、登録活動者の増加に繋げていく必要がありま

す。 

 

 

(４) 地域における支え合う体制強化 

指標名（単位） 
２０２１（令和３）年度 

（実績） 

２０２２（令和４）年度 

（実績） 

２０２３（令和５）年度 

（実績見込み） 
目標値 

何かあったときに相談する 

相手が居る人の割合（％） 
６６.２＊１ ７３.０ 

●地域の繋がりを基とした「要配慮者支援組織」の設置を推進しています。災害時はもとより、平常時

から要配慮者を地域で支える「共助」の仕組みづくりの構築を目指しています。 

●第１層生活支援コーディネーター＊４が地域ケア会議の評価会議に参加し、各圏域から挙げられた課

題の把握に努め、第２層生活支援コーディネーターは、市内全２９地区で設置されている協議体へ

の活動支援を行いました。 

●これらの取組みを行いましたが、実績値は６６.２％にとどまりました。 

●独居や高齢者のみ世帯が増加する中、高齢者が住み慣れた地域で安心・安全に暮らしていくため

には、地域住民による支えあいの仕組みづくりを進めていくことが必要です。 

●引き続き、地域の実情に応じた働きかけを行い、要配慮者の世帯の支援を推進するとともに、地

域課題の抽出と解決に向けた支援を継続していきます。 

 

*１ 松江市「高齢者の生活に関するアンケート（２０２２（令和４）年度調査）」による数値。 

*２ まめなかポイント事業：次の活動を行った場合にポイントが得られ、そのポイントを現金へ交換できる制度。 

①この事業に登録した６５歳以上の市民が、受入施設として指定を受けた社会福祉施設等でボランティア活動を行ったとき。 

➁この事業に登録した団体が、なごやか寄り合い活動を行ったとき。 

*３ シルバー人材センター：高年齢者が働くことを通じて生きがいを得ると共に、地域社会との相互交流・連携を目指す公益社団法人。

「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」によりシルバー人材センター事業を行う法人として位置づけられている。 

*４ 生活支援コーディネーター：各日常生活圏域に配置されており、地域で生活支援・介護予防サービスの提供体制構築に向けたコーデ

ィネート機能（主に資源開発やネットワーク構築機能）を果たすことが役割。 
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【基本方針】 ２．多様なニーズに対応した介護サービスの提供 

 

(５) 医療・介護の連携強化 

指標名（単位） 
２０２１（令和３）年度 

（実績） 

２０２２（令和４）年度 

（実績） 

２０２３（令和５）年度 

（実績見込み） 
目標値 

介護サービスを在宅で受けな

がら生活できると考えている

人の割合（％） 

７３.２＊１ ８０.０ 

●松江市医師会の医療連携推進コーディネーターと連携し、医療・介護関係者間の情報共有、相談支

援及び研修を通して、入退院時や急変時等の課題抽出を行い、各関係機関と対応策の検討を進め

ました。 

●出前講座の開催等を通じ、在宅医療・介護連携の理解の促進を図りました。 

●まつえアドバンス・ケア・プランニング（ACP）＊５普及・啓発協議会とともに、市民自らが望む医療や

ケアを受けることができるよう、ACP に関する普及啓発の取組みを推進しました。 

●自立支援の観点に立ったリハビリテーションの活用に向けて、リハビリテーション専門職とケアマネ

ジャーとの連携強化を図りました。 

●これらの取組みを行いましたが、実績値は７３.２％にとどまりました。 

●今後は、医療と介護の両方が必要となる高齢者が増えることが予測される中で、高齢者やその家族

の望む場所で療養生活が続けられるよう、引き続き医療と介護の関係者が連携してサービスを提

供できるよう取組みを進めていくことが必要です。 

 

 

(６) 適正化の推進 

指標名（単位） 
２０２１（令和３）年度 

（実績） 

２０２２（令和４）年度 

（実績） 

２０２３（令和５）年度 

（実績見込み） 
目標値 

ケアマネジャー研修会の参加

延べ人数（人） 
１７４ １４９ ２００ ２００ 

●各年度においてケアプラン点検を行い、市主催の研修会において結果のフィードバックと自立

支援型ケアマネジメントのあり方を考察しました。 

●サービス利用者の人権尊重、事故の予防と発生時の対応等に重点を置いた運営指導を行うとと

もに、募集・契約締結前の必要な措置に係る法改正についての周知を図りました。 

●要介護認定審査会委員の研修等を通じ、認定審査の適正化を図りました。 

●要介護認定の適正化や運営指導を通年取組むとともに、ケアプラン点検の結果を踏まえたケア

マネジャー研修会を実施し、市内ケアマネジャーと給付適正化の重要性について意識共有を図

ることで目標値が達成される見込みです。 

 

*５ アドバンス・ケア・プランニング（ACP）:人生の最終段階における医療・ケアについて、前もって考え、家族や医療・ケアチーム等と繰り

返し話し合い、共有する取組み（愛称：人生会議）。 
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(７) 地域共生社会に向けた包括的支援 

指標名（単位） 
２０２１（令和３）年度 

（実績） 

２０２２（令和４）年度 

（実績） 

２０２３（令和５）年度 

（実績見込み） 
目標値 

福祉総合相談窓口設置数 

（か所） 
１４ ４７ ４７ ３５ 

●本市における福祉総合相談窓口は、地域包括支援センターや社会福祉協議会の相談窓口を「ふくし

なんでも相談所」＊１として設置しています。 

●２０２２(令和４)年度には、松江市社会福祉法人連絡会に参加している社会福祉法人や市内薬局の

協力により、「ふくしなんでも相談所サテライト」を設置し、拡充を図りました。 

●家族介護者を対象に、介護者のニーズに沿ったテーマで交流会を実施しました。 

●社会福祉法人や市内薬局の協力により、相談窓口の設置数は、２０２２（令和４）年度に目標値に達

しました。 

●今後も相談窓口のさらなる拡充に向け、引き続き市内の社会福祉法人との連携を進めていきます。 

●また、公民館やショッピングセンター等で「出張ふくしなんでも相談所」を開催する等、今後も住民に

身近な相談の場としてふくしなんでも相談所の運営やその周知を図ります。 

 

*１ ふくしなんでも相談所：松江市社会福祉協議会が設置する身近な相談（悩みごと）を総合的にサポートする相談所。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

24 

第
１
章 

 

第
２
章 

高
齢
者
の
現
状 

第
３
章 

 

第
４
章 

 

第
５
章 

推
進
の
た
め
の
施
策 

第
６
章 

 

第
７
章 

 

資
料
編 

計
画
策
定
に 

あ
た
っ
て 

第
８
期
計
画
の 

取
組
み
の
評
価 

第
９
期
計
画
の 

基
本
方
針 

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の 

見
込
み
と
今
後
の
方
向
性 

第
９
期
計
画
の 

推
進
及
び
評
価
体
制 

【基本方針】 ３．認知症施策の推進 
 

(８) 認知症の共生・予防 

指標名（単位） 
２０２１（令和３）年度 

（実績） 

２０２２（令和４）年度 

（実績） 

２０２３（令和５）年度 

（実績見込み） 
目標値 

認知症に関する相談窓口を 

知っている人の割合（％） 
２７.２＊２ ６０.０ 

●従来の認知症カフェに加え、２０２３(令和５)年６月からは認知症の本人同士が交流できる「本人カ

フェ」を立ち上げ、交流の場の拡大を図りました。 

●認知症初期集中支援チームによる介入を継続し、受診や適切なサービス利用を図りました。 

●見守り体制の強化のため、見守りネットワーク協力事業者の拡大に努めました。２０２２(令和４)年 

１０月からは、行方不明高齢者の対策として、ＱＲコード付きの見守りシールの運用を開始しました。 

●チームオレンジ＊3 について、１団体が活動を開始し、認知症カフェ等の活動を通じた支援が行われ

ています。 

●学校、企業、自治会等において「認知症サポーター養成講座」を開催し、認知症サポーターの養成を

推進するとともに、キャラバン・メイト＊4の実働者割合の向上を図りました。 

●２０２１(令和３)年７月に「松江市権利擁護推進センター」を設置しました。 

●これらの取組みを行いましたが、実績値は２７.２％にとどまりました。新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響により、認知症について普及する機会が減少したことが要因と考えられます。 

●高齢者の増加に伴い、認知症の方も一層の増加が見込まれますが、認知症の方やその家族が適切

な支援に繋がるよう、認知症の相談窓口の周知強化を図るとともに、認知症の方を支える存在で

ある「認知症サポーター」の養成を推進する必要があります。 

 

*２ 松江市「高齢者の生活に関するアンケート（２０２２（令和４）年度調査）」による数値。 

*３ チームオレンジ：認知症の方やその家族のニーズに合った具体的な支援に繋げる仕組み。 

*４ キャラバン・メイト：認知症サポーター養成講座の講師役。自治体等が主催するキャラバン・メイト養成研修を受講し、登録する必要がある。  
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【基本方針】 ４．介護人材の確保 

 

(９) 地域包括ケアを支える介護人材の育成・定着 

指標名（単位） 
２０２１（令和３）年度 

（実績） 

２０２２（令和４）年度 

（実績） 

２０２３（令和５）年度 

（実績見込み） 
目標値 

介護職員の充足率（％）＊１ １１.３ １０.３ １２.５ ２５.０ 

●介護職員処遇改善加算＊２・介護職員等特定処遇改善加算＊３、介護職員等ベースアップ等支援加

算＊４の取得を支援しました。 

●介護事業所、高等学校、人材養成機関で構成する「介護人材確保検討会議」を開催し、介護人材の確

保・育成・定着に向けた具体的な方策の議論・検討を行いました。 

●介護の出前授業、介護の入門的研修や、冊子・動画のＰＲコンテンツを作成し、介護職を目指した進

学・就労の促進を図りました。 

●外国人介護人材の活用や業務の効率化による働きやすい職場づくりに関する事業所向けセミナー

を開催し、先進的な導入事例や課題を共有し、制度に関する理解を促進しました。 

●これらの取組みを行いましたが、２０２３(令和５)年度の実績見込みは１２.５％にとどまりました。 

●多くの業界で人材不足が生じている中、介護職の魅力のＰＲによる人材の確保や、研修・資格取得

支援を行い、介護職員のモチベーション向上等を通じた人材の育成・定着を図っていきます。 

●また、近年、介護職員の採用において、有料職業紹介事業者を介する割合が高まっており、介護職

員の充足率を正確に把握する上での課題となっています。事業者を対象とした実態調査の見直し

も含め、第９期計画期間を通じて調査・研究してまいります。 

 

*１ ハローワーク松江における新規求人数に対する就職件数の割合。 

*２ 介護職員処遇改善加算：介護報酬への加算制度。「職位、職責に応じた任用要件と賃金体系を整備」、「資質向上のための研修機会の

確保」「経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み等」に加え、「労働環境の改善」の要件を満たすことで取得できる。基本給の上乗

せの他、一時金としての支給も可能。 

*３ 介護職員等特定処遇改善加算：介護職員処遇改善加算から更なる処遇改善を行うための加算制度。経験、技能のある介護職員に特

化して加算される。 

*４ 介護職員等ベースアップ等支援加算：２０２２（令和４）年１０月から新設された加算制度。介護職員処遇改善加算を取得し、加算額の

２/３は職員の「基本給」又は「毎月支払われる手当」の引き上げに使用されることが要件。 
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松江市高齢者福祉計画・ 

第９期介護保険事業計画 

２０２４-２０２６ 
(令和６年度)    (令和８年度) 

第４章 

第９期計画の 
基本方針 
 

１．基本方針 

(１) 健康づくりと介護予防の推進（健康寿命の延伸） 

(２) 多様なニーズに対応した介護サービスの提供 

(３) 認知症施策の推進 

(４) 介護人材の確保 

２．施策の体系図 

 

  

 

       

 

      

       

       

 

 

 

 

 

０４ 
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１．基本方針 
 

(１) 健康づくりと介護予防の推進（健康寿命の延伸） 

 

住み慣れた地域で、健康に過ごし続けることは、誰もの願いです。「第３次健康まつえ２１基本計画」

に示す「生涯を通じた健康づくり」を進めていくとともに、元気なうちから介護予防に取組み、介護が

必要な状態になっても重度化防止に取組むことにより「健康寿命の延伸」を目指します。 

 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

要介護認定率(%)＊１ １９.６ １９.７ 

健康寿命の延伸（６５歳平均自立期間）(年)＊２ 
女性２１.７８ 

男性１８.４３ 

女性２２.０５ 

男性１８.７２ 

 

 

(２) 多様なニーズに対応した介護サービスの提供 

 

住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に推進される「地域包括ケアシステム」は、一人の力で

は実現できません。高齢者だけでなく全ての年代が多様な主体となって取組む、共生社会を視野に入

れたサービス展開が実現できるよう「地域でともに支えあう」施策を総合的に進めます。 

 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

住みやすさの実感割合(%)＊３ ８１.５ ９０.０ 

 

*１ 第１号被保険者に対する要介護認定者数の割合。 

*２ ６５歳から数えて、介護を必要とせず、自立して健康で生活できる期間/年。２０２２（令和４）年度実績は２０１９（令和元）年～２０２１

（令和３）年の３年平均値。２０２６（令和８）年度目標値は２０２３（令和５）年～２０２５（令和７）年の３年平均値。 

*３ 「松江市総合計画(MATSUE DREAMS ２０３０)」まちづくりのための市民アンケートで１８歳以上の松江市民のうち、松江市は住

みやすいと答えた方の割合。 

松江市高齢者福祉計画・ 

第９期介護保険事業計画 

２０２４-２０２６ 
(令和６年度)    (令和８年度) 

第４章 

第９期計画の 
基本方針 
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(３) 認知症施策の推進 

 

    ２０２３（令和５）年６月に「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」がとりまとめられまし

た。認知症の有無に関わらず、同じ社会で生きる一人一人がその個性と能力を十分に発揮し、お互い

の人格と個性を尊重しつつ支えあいながら「共生」する社会の実現、また認知症の発症を遅らせ、進

行を緩やかにするという「予防」の取組みを通じ、住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられるまち

づくりを進めます。 

 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

認知症に関する相談窓口を知っている方の割合(%)＊４ ２７.２ ５０.０ 

 

 

(４) 介護人材の確保 

 

介護人材の確保には、高度な知識やスキルが求められる職業としての地位の確立が必要であり、処

遇の改善をはじめ、業界のイメージアップ、キャリアアップの支援、生産性の向上やハラスメント対策

等の働きやすい職場の実現を通じ、介護職が職業として選ばれ、就労後も長期にわたって活躍できる

ものとなるよう、事業所とともに取組みます。 

 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

介護職員の充足率(%)＊５ １０.３    １５.０ 

 

*４ 松江市「高齢者の生活に関するアンケート（２０２２（令和４）年度調査）」*６において、認知症に関する相談窓口を知っている方の割合。 

*５ ハローワーク松江における新規求人数に対する就職件数の割合。 

*６ 松江市「高齢者の生活に関するアンケート（２０２２（令和４）年度調査）」(介護予防・日常生活圏域ニーズ調査)：本調査は今後の高齢

者福祉サービスや健康づくりの方策を検討するために、日頃の生活や介護の状況、サービスの利用意向等の実態を把握することを

目的として実施したもの。 
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２．施策の体系図 
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松江市高齢者福祉計画・ 

第９期介護保険事業計画 

２０２４-２０２６ 
(令和６年度)    (令和８年度) 

第５章 

推進のための 
施策 
 

１．健康づくりと介護予防の推進(健康寿命の延伸) 

施策の柱１ 健康づくり施策の充実・推進 

施策の柱２ 介護予防・重度化防止の効果的な取組み 

施策の柱３ 生きがいづくり・社会参加の促進 

施策の柱４ 地域における支え合う体制強化 

２．多様なニーズに対応した介護サービスの提供 

施策の柱５ 医療・介護の連携強化 

施策の柱６ 適正化の推進 

施策の柱７ 地域共生社会に向けた包括的支援 

施策の柱８ 災害・感染症対策 

３．認知症施策の推進 

施策の柱９ 認知症の共生・予防 

４．介護人材の確保 

施策の柱１０ 地域包括ケアを支える介護人材の確保 

施策の柱１１ 介護人材の育成・定着に向けた職場づくり 

 

０５ 
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 基本施策項目 

１-➊ 生活習慣病予防の取組み強化 

 

 現状と課題 

●悪性新生物、心疾患、脳血管疾患等の生活習慣病による死亡者は、全体の約半数を占めており、生

活習慣病予防がますます重要です。 

●要介護認定を受ける原因となった疾患においても、循環器系の疾患等の生活習慣病によるものや、

筋骨格系疾患及び骨折によるものが多くなっています。 

●早期からの生活習慣病予防や骨折をしないための適切な食習慣、筋力低下を防ぐための運動習慣

の定着を図り、健康な高齢期を迎える準備が必要です。 

  

 

 

 

 

●毎日のセルフチェックや定期的な健診受診を通じて自らの健康状態を把握し、自分に合った健康づ

くりに取組む高齢者を増やす必要があります。 

●脳血管疾患の要因となる動脈硬化を防ぐため、「血圧管理」と「体重管理」及び「適切な生活習慣」

（バランスの良い食事・野菜摂取、減塩、運動）の定着を図ります。 

●高齢期の「骨折・転倒」や「筋骨格系疾患」を予防するための食習慣や、運動習慣についての啓発が

必要です。 

   基本施策項目の方向性 

悪性新生物

27.1％

老衰

13.1％

心疾患

12.7％

脳血管疾患

7.0％

肺炎

3.2％

不慮の

事故

2.9％

大動脈瘤及

び解離

1.8％

腎不全

2.1％

自殺

1.4％

糖尿病

1.0％

慢性閉塞

性肺疾患

1.0％

肝疾患

0.8％

高血圧性

疾患

0.4％

その他

25.4％

2021（令和3）年 死因別割合

（N=2,520）
循環器系の疾患

精神及び行動の障害

神経系の疾患

筋骨格系及び結合組織の疾患

損傷、中毒及びその他の外因の影響

他に分類されないもの

新生物

呼吸器系の疾患

内分泌、栄養及び代謝疾患

腎尿路生殖器系の疾患

その他

0 500 1,000 1,500 2,000

要介護認定者の原因疾患

1,849人

1,418人

1,228人

1,075人

953人

621人

493人

256人

234人

147人

191人

出典：２０２１（令和３）年度松江市保健衛生統計書 出典：２０２２（令和４）年度松江市介護保険課認定データ 

    分類にあたっては社会保険表章用疾病分類（２０項目）による 
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★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

家庭で毎日血圧測定をしている方の割合（％） ２３.７ ５０.０ 

週１回以上運動やスポーツをしている方の割

合（％） 
４１.７ ６５.０ 

松江市国保特定健診の受診率（％） ４３.０ ６０.０ 

 

 

 

 

*１るるくる：血圧や体重をはかり、記録して生活を振り返り、生活習慣を変えて行こうという松江市の健康づくり運動のこと。はか

○る 、つけ○る 、きづ○く 、かわ○る 、の４ステップの最後の文字をとってキャッチフレーズとした。 

*２ 健康まつえ２１推進隊：地域での健康づくりの推進役として、２９地区すべての公民館区で結成されている。健康づくりに関するイ

ベントや講座の開催情報発信、健康診査やがん検診の受診勧奨ＰＲ等、地域の実情に合わせた様々な取組みを行っている。 

*３ ヘルスボランティア協議会：市民の健康や生活習慣病予防等を積極的に推進し、各団体が連携をとりながら、ともに地域の健康づ

くりの充実のために活動する団体。現在は食、母子、運動の各分野を進める６つの団体が加盟。 

 具体的な取組み 

１．【正しい知識の普及啓発】 

●生活習慣病や、骨折・筋力低下を予防するための、正しい知識の普及啓発を行います。 

２．【セルフチェックの推進】 

●毎日のセルフチェックと年１回のけんしん（健康診査・がん検診・歯科健診）受診で、自らの生活習慣

見直しに繋げる「るるくる*１」キャンペーンを継続して取組みます。 

３．【各機関との連携強化】 

●医師会、歯科医師会及び薬剤師会等と連携し、各種取組みについての周知啓発や出前講座の実

施、健診を受けやすい体制づくり、受診勧奨に取組みます。 

４．【住民組織との協働】 

●地域の健康づくりのために活動する「健康まつえ２１推進隊*２」や「ヘルスボランティア協議会*３」

等、住民主体の健康づくりを支援し、健康づくりに取組む機会を増やします。 

 

施策の柱１ 

【健康づくり施策の充実・推進】 
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 基本施策項目 

１-➋ 
高齢者の保健事業と介護予防の一体的

な取組み推進 
 

 現状と課題 

●男性が、新規に介護認定を受ける原因となった主な疾患は、前期高齢者では「悪性新生物」、「脳梗

塞」が多く、後期高齢者では「血管性及び詳細不明の認知症」、「脳梗塞」が多くなっています。 

●女性が、新規に介護認定を受ける原因となった主な疾患は、前期高齢者では「関節症」、「骨折」が多

く、後期高齢者では、「骨折」、「血管性及び詳細不明の認知症」が多くなっています。 

●健康寿命の延伸には、介護認定を受ける原因となった主な疾患予防の取組みが重要であり、生活

習慣病予防とフレイル*１予防の取組みが必要です。 

●高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施を推進し、国民健康保険で実施していた保健事業や

健康づくりを後期高齢者医療制度でも継続できる体制を強化する必要があります。 

 

新規要介護認定者の原因疾患（男女、前期・後期高齢者別） 

 
＊出典：２０２２（令和４）年松江市介護保険課認定データ（分類にあたっては社会保険表章用疾病分類（１２２項目）による） 

その他の

悪性新生物

11％

脳梗塞

11％

気管、気管支及び

肺の悪性新生物

7％
骨折

7％ 症状、徴候及び異常

臨床所見・異常検査

所見で他に分類され

ないもの
6％血管性及び詳細

不明の認知症

5％

その他の神経系の疾患

4％

その他

49％

新規申請（男性）※前期高齢者

（N＝172）
血管性及び詳細

不明の認知症

10％

症状、徴候及び異

常臨床所見・異常

検査所見で他に分

類されないもの
10％

脳梗塞

9％

その他の

心疾患

7％

アルツハイマー病

7％

骨折

7％

その他の

悪性新生物

6％

その他

44％

新規申請（男性）※後期高齢者

（N＝725）

関節症

11％
骨折

9％

血管性及び

詳細不明の

認知症

7％

その他の

悪性新生物

7％

症状、徴候及び異常

臨床所見・異常検査

所見で他に分類され

ないもの
6％

脳梗塞

6％

統合失調症、統合失調症型

障害及び妄想性障害

5％

脳内出血

5％

その他の

脊柱障害

5％

その他

39％

新規申請（女性）※前期高齢者

（N＝168）

骨折

17％ 血管性及び

詳細不明の

認知症

10％

アルツハイマー病

9％

症状、徴候及び異常臨床

所見・異常検査所見で他

に分類されないもの

9％

関節症

9％

高血圧性疾患

4％

脳梗塞

4％

その他

38％

新規申請（女性）※後期高齢者

（N＝1,146）
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要介護度別認定者数（第１号被保険者のみ） 

  要介護状態区分（二次審査） ６５歳以上 

人口（人） 要介護度 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

認定者数（人） １,７９３ １,８８３ ２,４５５ １,７６１ １,３２７ １,５０９ ９８６ 

５９,７９５ ６５歳以上人口

に占める割合 

３.０% ３.１% ４.１% ２.９% ２.２% ２.５% １.６% 

１０.２% ９.２% 

*出典：介護保険事業状況報告（２０２３（令和５）年３月３１日時点） 

 

●前期高齢者、後期高齢者それぞれの特性を踏まえた効果的な取組みが実施できるよう、「健診」「医

療」「介護」のデータの一体的活用と分析を行い、健康寿命の延伸に繋げます。 

●通いの場等へ専門職を派遣し、生活習慣病・介護予防についての普及啓発を行います。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

第１号被保険者のうち、要介護２以上の方の割合（％）*２ ９.２  ９.１ 

通いの場に専門職を派遣(回) ２８７ ４７０ 
 

 基本施策項目の方向性 

 

*１ フレイル：健康な状態と要介護状態の中間に位置し、身体的機能や認知機能の低下がみられる状態。 

*２ 第１号被保険者のうち、要介護２以上の方の割合：要介護２以上の要介護認定を受けていない方を健康とみなし、要介護２以上の

方の割合を減少させることで健康寿命の延伸を図る。 

*３ ポピュレーションアプローチ：健康教室等、集団に対して予防的に介入することにより病気の予防、健康増進を図ること。 

*４ 通いの場：体操や趣味活動等、介護予防に資する住民主体等の集まりの場。 

*５ ハイリスクアプローチ：病気や要介護状態となるリスクの高い方に、個別に相談等を行いその発生防止を目指すこと。 

 

 具体的な取組み 

１．【ポピュレーションアプローチ*３】（通いの場*４等への積極的な関与） 

●通いの場に医療専門職（保健師、栄養士等）が積極的に出かけ、運動・栄養・口腔等の生活習慣病

予防・フレイル予防等の健康教室、健康相談及び情報提供や啓発を行います。 

●通いの場を活用し、必要に応じて、健診、医療、介護サービス等の利用勧奨を行います。 

２．【ハイリスクアプローチ*５】（高齢者に対する個別的支援） 

●心身機能の低下の予防、生活習慣病等の重症化予防を行うため、医療専門職による訪問相談・保

健指導を行います。 

●医療や介護サービス等の利用がなく、健康状態が不明な高齢者や、閉じこもりの可能性がある高

齢者等に対し、保健師等の訪問による相談・指導を行います。 

３．【関係機関との連携】 

●医師会、歯科医師会、薬剤師会及び栄養士会等と松江市の健康課題を共有し、解決策について連

携して取組みます。 

  

施策の柱１ 

【健康づくり施策の充実・推進】 
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 基本施策項目 

２-➊ フレイル対策・介護予防の推進 

 

 現状と課題 

●今後さらなる高齢化が進んでいくことから、自立期間を延ばし、いつまでも地域で自分らしく暮ら

すことができるよう、運動機能・口腔機能や栄養状態等の向上の取組みに加えて、高齢者の社会参

加を促進していくことが大切です。 

●２０２２（令和４）年度に実施した松江市高齢者の生活に関するアンケートによると、要支援１・２に該

当する方のうち、介護・介助が必要になった原因は、「骨折・転倒」が約３割を占めており、フレイル予

防の取組みが必要です。 

 

*出典：松江市「高齢者の生活に関するアンケート（２０２２（令和４）年度調査）」 

●フレイルや介護予防についての知識普及を目指し、専門職と連携して実施します。 

●高齢者が自分の能力を活かし役割を持って活躍できるよう、多様な活躍の場を増やしていきます。 

●住民主体の通いの場への活動支援や介護予防に資する自主グループへの支援を推進します。 

●新型コロナウイルス感染症の流行により休止した通いの場等の再開を図ります。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

なごやか寄り合い実施会場数（か所） ３０２ ３７０ 

通所型サービス B*１の実施箇所（か所） ２７ ６０ 

からだ元気塾参加人数（人） ８４０ １,０００ 

 

 基本施策項目の方向性 

23.9％

14.7％ 12.2％

10.6％ 10.3％

20.0％
17.1％

11.4％
11.4％ 14.3％

20.3％

29.8％

16.2％

10.0％ 9.5％

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

高齢による

衰弱

骨折・転倒 心臓病 脳卒中（脳出血

・脳梗塞等）

糖尿病

（％）
介護・介助が必要になった主な原因（上位５位）

※後期高齢者（N＝1,711）

一般高齢者 総合事業対象者 要支援1・2
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*１ 通所型サービスＢ：住民ボランティアの団体等が、地域で定期的に介護予防に繋がる『通いの場』を提供し、介護予防体操やレクリ

エーション活動、サロン等を開催する。 

*２ 生活支援コーディネーター：各日常生活圏域に配置されており、地域で生活支援・介護予防サービスの提供体制構築に向けたコー

ディネート機能（主に資源開発やネットワーク構築機能）を果たすことが役割。 

*３ オーラルフレイル：高齢者のささいな口腔機能の低下（食べこぼし、わずかなむせ、嚙めない食べ物が増える等）のこと。 

 具体的な取組み 

１．【身近な通いの場や多様な活動を推進する環境づくり】 

●「なごやか寄り合い」、「からだ元気塾」、「通所型サービスＢ」や住民主体の通いの場等への活動支

援を行います。 

●生活支援コーディネーター＊２を中心に、地域の資源やニーズに応じ、通いの場の再開・立ち上げ支

援や自主グループ等への活動支援を推進します。 

２．【介護予防・フレイル予防についての普及啓発】 

●通いの場へ専門職の派遣を行い、フレイル予防（運動・口腔面の機能や栄養状態の維持向上、社会

参加の重要性）や認知症予防等の介護予防についての健康教室や相談等を実施します。 

●通いの場へリハビリテーション専門職の派遣を行い、効果的な地域リハビリテーションの普及啓

発、運動機能の維持や認知症予防等の周知啓発を行います。 

●口腔機能低下は、全身状態や生活にも大きく影響することから、オーラルフレイル*３についての啓

発を推進します。 

●住民の自主的な健康づくりを目指し、テレビ放送やインターネット等を活用した啓発を実施しま

す。 

 

        〈からだ元気塾の様子〉                 〈なごやか寄り合いの様子〉     

  

施策の柱２ 

【介護予防・重度化防止の効果的な取組み】 
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 基本施策項目 

２-❷ 
自立支援・重度化防止に向けた総合事業*１

の充実・推進 
 

 現状と課題 

●２０２１（令和３）年４月１日の総合事業の見直しにより、それまで従前型サービス*２利用が９割を超え

ていましたが２０２２（令和４）年度実績では、従前型サービス利用は２９.０％、多様なサービス*３は

利用７１.０％となりました。 

●要支援者等の重度化を防ぎ、自分でできることを増やしていくため、日常生活動作（ＡＤＬ）*4や手段

的日常生活動作（ＩＡＤＬ）*５改善に繋がる取組みへの支援が必要です。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

●利用者の自立支援に繋がるサービスを提供する必要があります。 

●要支援者の重度化を防ぐために、自立支援を強化したサービスを充実させる必要があります。 

●自立支援に向けた適切なサービスが提供できるよう多職種の連携を推進していく必要があります。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

緩和型サービス事業所数（か所） 
訪問６８ 

通所８５ 

       訪問７５ 

       通所９１  

緩和型サービス利用者数（人） 
訪問 ７,７２０  

通所１２,６９４  

訪問 ９,８００  

通所１６,５００  

緩和型通所サービス運動機能向上体制

加算取得事業所割合（％） 
６４.７ ７２.０  

 

 基本施策項目の方向性 

 

 

多様な

サービス

71.0％

従前型

サービス

29.0％

総合事業サービス費の構成比

（２０２２（令和４）年度）

（緩和型、住民主体型、短期集中型） 
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 具体的な取組み 

１．【自立支援の推進】 

●自立支援に向けたケアマネジメントが実施できるよう、ケアマネジャーと専門職との連携強化に向

けた支援を行います。 

●利用者の状態像に合わせた、多様なサービスや地域資源の活用ができるよう、状況に応じて介護

予防ケアマネジメントマニュアルの見直しや研修支援を行います。 

●利用者の自立支援で、成果を出している事業所が算定することができる、松江市独自の自立支援

強化・評価加算を引き続き実施します。 

２．【緩和型サービス事業の充実】 

●緩和型サービス事業所や新規指定を検討している事業者に対し、運営や開設について、きめ細や

かな支援を行います。 

３．【運動機能向上体制加算取得事業所の増】 

●利用者の自立支援向上に関わる加算取得について、集団指導等で説明を行い、加算取得へ繋がる

体制の支援を行います。 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
*１ 総合事業(介護予防・日常生活支援総合事業)：高齢者が要介護状態にならないよう、市町村・地域で要支援者や高齢者に対して計

画的に提供される介護予防や生活支援の事業。 

*２ 従前型サービス：旧予防給付と同等のサービス。 

*３ 多様なサービス：人員基準を緩和した松江市独自のサービスや住民主体の通いの場や日常生活に対する援助、運動・口腔・栄養の

改善に向けたプログラムを短期間で集中的に提供するサービス。 

*４ 日常生活動作（ＡＤＬ）：起居動作（寝返り、起き上がり、立ち上がり、座る等）、移乗、移動、食事、更衣、排泄、入浴、整容等日常生活

に最低限必要な動作。 

*５ 手段的日常生活動作（ＩＡＤＬ）：排泄、食事、就寝等、ADL に関連した、買い物、料理、掃除等の幅広い動作。 

 

 

 

 

 

  

施策の柱２ 

【介護予防・重度化防止の効果的な取組み】 
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 基本施策項目 

３-❶ 高齢者が活躍できる場の推進 

 

 現状と課題 

●高齢者の生きがい充実や社会参加の促進を図るために松江市シルバー人材センター＊１の活動を支

援しています。シルバー人材センター会員数８９４人（２０２３（令和５）年３月３１日現在）、受託事業

契約件数１１，８４８件（２０２２（令和４）年度実績）となっており、前年度よりわずかに減少傾向です。 

●高齢者の生きがいづくり等、様々な交流の場として高齢者クラブの活動を支援しています。高齢者

クラブの会員数は、加入促進に向けて取組む一方で、会員の高齢化や高齢者の就業機会の増加に

加えて、新型コロナウイルス感染症による活動自粛等の影響を受け、減少傾向が続いています。 

●高齢者の地域活動やボランティア活動を推進するために実施するまめなかポイント事業＊２の登録

活動団体が２０６団体（２０２２（令和４）年度実績）である一方、登録活動者は９６人（２０２２（令和４）

年度実績）に留まっており、登録活動者の増加が課題となっています。 

●高齢者の外出を促進するためバス割引制度を推進しています。２０２２（令和４）年３月から高齢者

優待 ICOCA*３を利用した割引制度を開始しました。経過措置として継続していた、バスカードによ

る割引制度は２０２２（令和４）年９月末で終了しており、高齢者優待 ICOCA へのスムーズな移行と

周知が課題となっています。 

 

●シルバー人材センターの会員拡大、新規就業先等の開拓に取組む必要があります。 

●高齢者クラブの会員数を維持するとともに、若手・女性リーダーを育成する必要があります。 

●まめなかポイント事業登録活動者の増加を目指します。 

●高齢者バス割引乗車事業延べ利用者数の増加を目指します。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

シルバー人材センター会員数（人） ８９４ １，１１０ 

高齢者クラブ会員数（人） １０,４９５ １０,５００ 

まめなかポイント事業登録活動者数（人） ９６ ３００ 

高齢者バス割引乗車事業延べ利用者数（人） ３１４,９０７ ３４０,０００ 

 

 基本施策項目の方向性 
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 具体的な取組み 

１．【シルバー人材センターの活動支援】 

●就業を通じた社会参加が生きがいとなる高齢者の受け皿としてのシルバー人材センターの運営安

定化のために助成を行います。 

２．【高齢者クラブの活動支援】 

●高齢者の健康と豊かな生きがいづくりの促進を目的とする高齢者クラブの様々な活動や会員加

入促進、若手・女性リーダー育成に向けた取組みに対して助成を行います。 

３．【まめなかポイント事業の推進】 

●高齢者自身の介護予防への認識の高まりや、社会活動等に参加する元気な高齢者の増加に考慮し

つつ、積極的な広報を行います。また、登録活動団体の参加者に働きかけ、登録活動者の増加に繋

げます。 

４．【高齢者バス割引事業の実施】 

●７０歳以上の高齢者に対し、市内路線バスの運賃を割り引くことにより、高齢者の外出支援を図り

ます。また、高齢者優待 ICOCA の利用促進に努めます。 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
*１松江市シルバー人材センター：高年齢者が働くことを通じて生きがいを得ると共に、地域社会との相互交流・連携を目指す公益社

団法人。「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」によりシルバー人材センター事業を行う法人として位置づけられている。 

*２ まめなかポイント事業：次の活動を行った場合にポイントが得られ、そのポイントを現金へ交換できる制度。 

①この事業に登録した６５歳以上の市民が、受入施設として指定を受けた社会福祉施設等でボランティア活動を行ったとき。 

➁この事業に登録した団体が、なごやか寄り合い活動を行ったとき。 

*３ 高齢者優待 ICOCA：JR 西日本が発行する交通系 IC カードの「ICOCA」に、７０歳以上の松江市民を対象として、市内路線バス

の乗車運賃から１００円割引する機能を付加したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策の柱３ 

【生きがいづくり・社会参加の促進】 
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 基本施策項目 

４-➊ 地域課題の解決支援 

 

 現状と課題 

●市内２９公民館区に設置した第２層協議体*１で地域ごとの生活課題の解決を検討しています。 

●日常生活圏域別の地域ケア会議でも同様の生活課題の解決が検討されています。 

●地域ケア会議を通して、多職種がチームとして連携する意識を共有して、地域課題の解決能力の向

上を目指します。 

 

※出典:松江市社会福祉協議会調べ 

 

●各地域において、高齢者の課題把握と市民や事業者の協力による生活課題の解決に向けた取組み

が継続的に実施されるよう引き続き支援します。 

 基本施策項目の方向性 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

第２層生活支援コーディネーターが活動 

支援を行った協議体数（団体） 
２９ ２９ 

地域ケア会議（個別会議）開催数（回） １３ １４ 

 

移動手段

地域とのつながり

コロナ禍におけるフレイルの増加

社会参加の場・居場所づくり

見守りネットワークの構築

認知症・病気への理解不足

災害時の支援

身寄りのない方への支援

8050問題

サービスの格差

その他

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 （件）

地域課題（２０２２（令和４）年度）

17

10

9

5

3

2

2

5

2

0

9



 

42 

第
６
章 

 

第
７
章 

 

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の 

見
込
み
と
今
後
の
方
向
性 

第
９
期
計
画
の 

推
進
及
び
評
価
体
制 

資
料
編 

第
１
章 

 

第
２
章 

高
齢
者
の
現
状 

第
３
章 

 

第
４
章 

 

計
画
策
定
に 

あ
た
っ
て 

第
８
期
計
画
の 

取
組
み
の
評
価 

第
９
期
計
画
の 

基
本
方
針 

第
５
章 

推
進
の
た
め
の
施
策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*１ 協議体：課題の抽出や解決に向けて、情報共有及び連携・協働による地域の支えあい体制、担い手づくりを進めるための場。 

第１層協議体と第２層協議体がある。 

第１層協議体…市全体にかかる共通課題や地域だけでは解決することが困難な課題等について、施策の検討等を行う。 

第２層協議体…公民館区単位ごとに設置。地域における課題の抽出、解決等に取組む。 

 具体的な取組み 

１．【高齢者のニーズ把握・課題解決】 

●第１層生活支援コーディネーターが圏域別地域ケア会議に参加し、第１層協議体委員と情報共有、

ネットワーク化を行い課題解決に取組みます。 

●第２層生活支援コーディネーターによる担い手や社会資源とのマッチング等、地域への働きかけを

促進します。 

２．【住民主体サービスの充実】 

●地域住民の移送ボランティア活動を支援します。 

●介護予防・日常生活支援総合事業住民主体サービス等の市民による生活支援サービスの充実、資

源開発を図ります。 

３．【地域課題解決能力の強化】 

●地域ケア会議を通して、多職種連携を推進するとともに意識の共有を図り、地域の課題解決能力

の向上を目指します。 

●多様な主体が参加して情報を共有、連携する場である協議体を充実させ、包括的な生活支援体制

を強化します。 

  

施策の柱４ 

【地域における支えあう体制強化】 

 

 
 

 

第１層（松江市全域） 

第１層協議体 
（松江市全域の課題解決） 

第２層協議体 
（２９地区） 

第２層生活支援 

コーディネーター 
支援 

支援 

支援 

支援 

民生委員 公民館 

福祉推進員 

地区社協 
自治会 
町内会 

第１層生活支援コーディネーター 

第２層（日常生活圏域） 
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 基本施策項目 

４-➋ 要配慮者支援の推進 

 

 現状と課題 

●松江市では２０１１(平成２３)年度から「要配慮者支援組織」の設置を進め、地域の見守りや防災力

の強化に繋げています。 

●組織の新規立ち上げや運営にあたり支援者の担い手不足や、町内会・自治会長が１年で交代する地

域では、事業の継承がしにくいことが課題となっています。 

 

*出典：２０２１(令和３)年要配慮者支援組織 活動アンケート/１７１組織からの回答による 

 

●災害時はもとより、要配慮者が住み慣れた地域で安心・安全に暮らしていくために、平常時から地

域での「共助」の支えあいの仕組みを作ることを目的に、各地域の実情に応じた「要配慮者支援組

織」の設置を推進します。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

要配慮者支援組織の世帯カバー率（%） ４３.３     ７０.０ 

 

 基本施策項目の方向性 

見守り

会議

資機材整備

研修

防災訓練

イベント

広報

その他

0 50 100 150 200

『要配慮者支援組織』がこれまでに行った活動

156組織

109組織

98組織

74組織

73組織

70組織

34組織

21組織
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 具体的な取組み 

１．【説明会の実施】 

●組織設置が進んでいない地域を中心に、自治会や自主防災組織等、地域にある住民組織の役割を

踏まえて、組織の目的や役割を丁寧に説明し、設置を促します。 

２．【公民館区単位での組織化の提案】 

●これまでの町内会単位を基本とした組織化に加え、より大きなエリアとなる公民館区単位での組 

織化の提案等、地域にとって活動しやすい組織づくりの提案を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策の柱４ 

【地域における支えあう体制強化】 
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 基本施策項目 

５-➊ 在宅医療・介護連携の推進 

 

 現状と課題 

●医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最期まで続けて

いきたいと考えている一方で、要介護度が進むにつれて施設入所等を検討する比率が高くなって

います。＊１ 

●要支援・要介護認定率の割合は、７５歳以上で３５.２％、８５歳以上で５８.３％となっています。この

ことから、年齢を重ねるにつれて医療と介護を必要とする高齢者が多くなってくることが分かりま

す。＊２ 

●今後、複数の慢性疾患や、医療と介護の複合ニーズを有することが多い高齢者の増加が見込まれる

ため、かかりつけ医機能を十分に理解した上で、自らが適切に医療機関を選択できるよう、地域住

民に対して医療機能等に関する情報提供を充実させる必要があります。 

●人生の最終段階の医療・療養について、ご家族等や医療・介護関係者等と話し合った方は２８.１％に

とどまり、自分では考えているが話し合ったことはない方が５０.０％と多くを占めています。自らが

希望する医療やケアを受けるためには、前もって周囲の信頼できる方々と、本人の希望を共有して

おく必要があり、それを支える関係者が切れ目なく本人の意向を実現する仕組みづくりが必要で

す。 

 

*出典：松江市「高齢者の生活に関するアンケート（２０２２（令和４）年度調査）」 

 

●医療と介護の連携した取組みが求められる➀日常の療養支援（訪問診療・往診、訪問看護、訪問歯

科診療、訪問薬剤管理指導等）、➁入退院時の支援、③急変時の対応、④在宅での看取りの４つの場

面において、高齢者やその家族の望む場所で療養生活が続けられるよう、多職種連携の強化を推

進します。 

●医療機関と在宅医療・介護の関係者が連携し、入院時から退院後の生活を見据えスムーズに移行で

きるよう支援します。 

●医療・介護サービスの質の向上を図るため、医療・介護情報の収集・提供等を一体的に実施するよう

努めます。 

 

 基本施策項目の方向性 

 

ACP   について

話し合ったことが

ある方の割合

くわしく話し合っ

ている

一応話し合って

いる

自分では考えて

いるが話し合っ

たことはない

考えたこともな

い
無回答

[凡例]

全体

（n=6,664）

1.6％
26.5％ 50.0％ 17.3％ 4.7％

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（％）

*3
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★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

ACP について話し合った方の割合（％） ２８.１ ４０.０ 

介護サービスを在宅で受けながら生活できる

と考えている方の割合（％）＊４ 
７３.２ ８０.０ 

 

 

*１ 出典：松江市「在宅介護実態調査（２０２２（令和４）年度調査）」。 

*２ 出典：地域包括ケア「見える化」システム（２０２２（令和４）年時点）。 

*３ アドバンス・ケア・プランニング（ACP） ： 人生の最終段階における医療・ケアについて、前もって考え、家族や医療・ケアチーム等

と繰り返し話し合い、共有する取組み（愛称：人生会議）。 

*４ 松江市「在宅介護実態調査（２０２２（令和４）年度調査）」の「施設等入居を検討していていない」と回答した割合。 

*５ 在宅医療・介護あんしんガイド：地域の医療・介護・福祉等のサービスを知って活用できる、お役立ち情報をまとめた冊子。 

 具体的な取組み 

１．【日常の療養支援：医療連携推進コーディネーター等と連携した在宅医療の理解の推進】 

●医療連携推進コーディネーターとともに、病院や診療所、歯科診療所、薬局、訪問看護ステーショ

ン、介護保険事業所等と連携を図り、在宅医療と介護連携の課題を共有し、解決に向けた対応策

の検討を行い、改善に向けた取組みを進めます。 

●地域住民自らが適切に医療機関を選択できるよう、地域の医療・介護等の社会資源の情報提供の

充実を図ります。 

２．【日常の療養支援：在宅医療・介護連携支援センターによる普及啓発推進】 

●在宅医療・介護連携支援センターによる地域の医療・介護資源の把握、情報共有支援、相談支援、

医療・介護者向け研修を支援します。 

●日頃から在宅医療や介護等への理解を深めるため、在宅医療・介護あんしんガイド＊５や終活支援ノ

ート等を活用した地域住民向けの普及啓発を図ります。 

３．【入退院時の支援：多職種連携による入退院支援の充実】 

●退院後の生活の場が本人の希望するものになるよう、入退院支援に携わる医療・介護関係者等の

研修等の充実を図ります。 

●在宅医療・介護関係者間の円滑な情報共有を図るため、様々な情報共有ツール（入退院ガイドライ

ン等）の普及と、活用の促進を図ります。 

４．【急変時の対応：日頃から医療・介護・救急（消防）の円滑な連携の促進】 

●在宅等で療養生活を送る医療と介護の両方を必要とする高齢者の急変時にも、本人の意思が尊

重された対応が行われるよう、医療・介護・救急（消防）の連携を促進します。 

５．【看取りへの支援：アドバンス・ケア・プランニング（ACP）の普及啓発】 

●自らが希望する医療やケアを受けるために、関係機関とともに ACP の普及啓発に取組みます。 

●人生の最終段階に関する医療やケアに関する ACP や看取りについて、終活支援ノート等を活用し

た市民講座（出前講座）を行い、普及啓発を図ります。 

施策の柱５ 

【医療・介護の連携強化】 
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 基本施策項目 

５-➋ 地域リハビリテーション活動の推進 

 

 現状と課題 

●介護保険のリハビリテーションは、生活期のリハビリテーション*１として重要な役割を担っていま

す。 

●「生活機能」の低下した高齢者に対しては、自身が有する能力を最大限に発揮できるよう、「心身機

能」「活動」「参加」のそれぞれの要素に働きかけ、家庭や社会への参加を可能とすることが重要とな

ります。 

●生活期のリハビリテーションでは、通所や訪問等のサービス利用や住民主体の通いの場への参加も

重要であり、リハビリテーション専門職のみならず、多職種で連携して取組む視点が必要です。 

●人口１０万人当たりのリハビリテーション事業所*２数を見ると、松江市は全国よりも多くなっていま

すが、受給者１人当たりの利用日数・回数は全国平均より低いという結果が出ています。*３ 

  全国 島根県 松江市 

事業所数 訪問リハビリ（人口１０万人当たり） ４.５0 ７.８0 ７.０0 

通所リハビリ（人口１０万人当たり） ６.７0 ８.１0 ７.０0 

利用率 

（％） 

訪問リハビリテーション １.９３ ３.６８ ２.９０ 

通所リハビリテーション ８.５７ ７.３５ ７.４５ 

介護老人保健施設 ５.１５ ５.１４ ３.５７ 

介護医療院 ０.５５ １.４４ １.９０ 

利用日数 

(日・回数) 

訪問リハビリテーション（受給者１人あたり） １１.７0 １０.１0 １０.２0 

通所リハビリテーション（受給者１人あたり） ５.９0 ５.２0 ５.０0 

*出典：地域包括ケア「見える化」システム２０２１（令和３）年度 

 

●「心身機能」「活動」「社会参加」にバランスよく働きかけるリハビリテーションの推進を図ります。 

●支援が必要な状況が生じた場合でも、専門的支援を早期に受けることで、もとの自立した日常生活

が送れるよう、地域リハビリテーションのさらなる推進を図ります。 

●通いの場におけるリハビリテーションの啓発を推進します。 

●地域リハビリテーション支援体制の構築の推進のため、関係医療機関、介護支援専門員協会、しま

ねリハビリテーションネットワーク等の連携強化を図ります。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

新規要介護（支援）認定者の平均年齢（歳） ８２.０      ８２.５                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         

訪問型サービスＣ利用件数（件数） ４０ ８０ 
 

                                        基本施策項目の方向性 
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*出典：国際機能分類を基に厚生労働省老健局老人保険課が作成した資料 

 

*１ 生活期のリハビリテーション：着替えやトイレ等日常生活で行う活動をリハビリテーションと捉え、日常生活動作を自力でできるよ

うに効果的に支援する方法。 

*２ リハビリテーション事業所：訪問リハビリテーション事業所、通所リハビリテーション事業所、介護老人保健施設、介護医療院。 

*３ 出典：地域包括ケア「見える化」システム２０２１（令和３）年度時点。 

 具体的な取組み 

１．【生活機能の改善に向けたリハビリテーションの活用推進】 

●多様な状態像に応じて、訪問・通所リハビリテーションや短期集中型サービス等を活用することに

より、生活機能の向上を図り、生活機能の維持・改善に繋げます。 

●住民主体の通いの場への、リハビリテーション専門職の派遣を行い、自立支援等に関する啓発を

行います。 

●事業所の介護職員やケアマネジャーへのリハビリテーション専門職の派遣を行い、地域のリハビリ

テーションの向上を図ります。 

２．【多職種の協働のための連携強化】 

●ケアマネジャーがリハビリテーションの効果を認識し、利用者にとって効果的な生活期のリハビリ

テーションをケアプランに取り入れられるよう、ケアマネジャーとリハビリテーション専門職との連

携強化を支援します。 

●医師会、介護支援専門員協会、しまねリハビリテーションネットワークとの連携強化に向けた取組

みを支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の柱５ 

【医療・介護の連携強化】 
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 基本施策項目 

５-➌ 多職種連携による生活支援 

 

 現状と課題 

●医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最期まで続ける

ことができるよう、医師や歯科医師、薬剤師、訪問看護師、ケアマネジャー、ヘルパー等地域におけ

る医療と介護の関係者の緊密な連携が求められています。 

●調査では、介護が必要になった方で、施設等への入所を検討していない方の割合は７３.２％で、多

くの方は自宅等での生活を希望していることが分かります。一方で、自宅等での生活が難しくなっ

ている理由では、「認知症の症状の悪化」が５３.７％、「介護者の介護に係る不安・負担量の増大」が

５２.９％、「必要な身体介護の増大」が４７.５％と大きな理由になっています。＊１ 

●住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられるよう、日常生活圏域毎に地域住民、地域にある医療

や介護関係者、行政等による多職種連携会議を開催しています。 

●個人の状態改善や自立支援・重度化防止の対応策を検討するため地域ケア会議を開催しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*出典：「松江市在宅医療・介護あんしんガイド」より 

●医療機関と在宅医療・介護の関係者が連携し、入院時から退院後の生活を見据えスムーズに移行で

きるよう支援します。【再掲】 

●各地域において、地域住民、医療、介護等の関係者が連携し、地域課題の共有や解決に向けた取組

みを推進します。 

●ケアプランの見直しやケアマネジャーのスキルアップ、また困難事例の解決に繋げるため、多職種が

連携して個別事例の検討を行います。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

多職種連携会議開催（か所数） ７ ８ 

 

 基本施策項目の方向性 
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*１ 出典：松江市「在宅生活改善調査（２０２２（令和４）年度調査）」。 

 

 具体的な取組み 

１．【多職種による入退院支援の充実】 

●退院後の生活の場が本人の希望するものになるよう、入退院支援に携わる医療・介護関係者等の

研修等の充実を図ります。【再掲】 

２．【医療・介護関係者向けの研修支援】 

●在宅医療・介護連携支援センターによる地域の医療・介護資源の把握、情報共有支援、相談支援、

医療・介護者向け研修を支援します。【再掲】 

３．【多職種連携会議の開催支援】 

●各日常生活圏域、また地域ごとに、地域住民、医療、介護等の関係者が会議や研修等を通して、地

域課題の共有や解決に向けた取組みを支援します。 

●地域で開催されている地域ケア会議や協議体等、他の会議と連携して、地域課題の共有や解決に

向けた取組みを支援します。 

４．【個人の状態改善や自立支援・重度化防止の取組み推進】 

●地域ケア会議を通じて、医療や介護等の多職種が連携し、ケアプランの見直しや個別課題の解決

を図るとともに、ケアマネジャーの自立支援・重度化防止に資するケアマネジメントの実践力の向

上に努めます。 

●地域ケア会議で検討した個別事例について、その後の変化等を評価する評価会議を開催します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策の柱５ 

【医療・介護の連携強化】 
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 基本施策項目 

６-➊ 

給付適正化（ケアマネジメント機能強化）

の推進 
 

 現状と課題 

●介護を必要とする高齢者に適正なサービスを過不足なく提供するためにも、持続可能な介護保険

制度の構築に向け、給付適正化の取組みは重要です。 

●給付適正化を図ることで介護保険制度への信頼感を高めるとともに、介護給付費や介護保険料の

増大を抑制し、持続可能な介護保険制度に繋がることを、保険者・事業所が共に理解し、両輪で取

組んでいくことが求められます。 

●松江市においては、厚生労働省の定める主要５事業（要介護認定適正化、ケアプラン点検、住宅改

修・福祉用具点検、縦覧点検・医療情報との突合*１、介護給付費通知）の取組みを通じ、保険者とし

てのケアマネジメント機能強化も図っています。 

                              

     

*出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報・月報） 

 

●給付適正化における主要５事業に重点的に取組むとともに、島根県国民健康保険団体連合会から

送付される「縦覧点検・医療情報との突合」の結果を活用及び分析し、年度ごとに集中的な取組み

を計画します。 

●サービス提供状況と介護報酬請求実績、加算取得状況や利用者の状態像等を突合することで、必

要に応じて個別の事業所に対し随時、請求状況の再確認や指導を行います。 

●事業所向け集団指導や運営指導の場を活用し、給付適正化の周知及び徹底を図ります。 

●縦覧点検・医療情報との突合内容分析や、事業所からの各種届出の確認・審査を通じ、周知及び徹

底が必要な内容について、ケアプラン点検やケアマネジャーに向けた研修を効果的に実施します。 

●住宅改修・福祉用具購入について、事前・事後届の内容審査を徹底し、利用者本位の住宅改修や福

祉用具の有効利用、事業所の資質向上を図ります。 

 基本施策項目の方向性 
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（円）
2022（令和4）年度第1号被保険者1人あたり給付月額

全国 島根県 松江市
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★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

給付適正化（ケアマネジャー）研修会の参加

人数（人/１回） 
１４９ １５０ 

住宅改修・福祉用具購入利用者宅の現地調

査（回/年） 
８ １０ 

軽度者に対する福祉用具貸与*２の再点検（回

/年） 
０ １ 

 

 

 

*１ 縦覧点検・医療情報との突合：過去に介護給付費を支払った請求について、複数月の請求内容や各事業所の請求・算定内容等を

確認して整合性の点検を行うもの。島根県国民健康保険団体連合会の審査結果に基づき、事業所及び保険者が必要に応じて請

求誤り等の過誤・再請求を行うことで、給付適正化を図ることを目的としている。 

*２ 軽度者(要支援・要介護１の方)に対する福祉用具貸与:状態像から見て使用が想定しにくいとして、原則貸与対象外となる種目

（対象外種目）が定められている。ただし軽度者であっても、その状態像に応じて利用が想定される場合は、対象外種目について

例外的に給付することができる。 

 具体的な取組み 

１．【ケアプラン点検の実施】 

●介護支援専門員協会や地域包括支援センターと連携したケアプラン点検を実施し、居宅介護支援

事業所等のケアマネジメント機能を強化します。 

２．【給付適正化（ケアマネジャー）研修会の開催】 

●利用者が真に必要とするサービス確保やケアマネジャーの資質向上を図るため、ケアマネジャーに

向けた給付適正化研修会を開催します。 

３．【住宅改修・福祉用具購入利用者宅の現地調査】 

●「住宅改修が必要な理由書」と利用者の状況、図面や写真等との整合性を審査し、疑義のあること

については事業所ヒアリングや現地調査、利用者への聞き取りを実施します。 

４．【給付費通知の送付】 

●サービス利用者に対し、利用サービス内容と費用総額等をお知らせすることで、請求誤りや不適切

なサービス提供の発見・抑止を図ります。 

５．【軽度者に対する福祉用具貸与の再点検】 

●島根県国民健康保険団体連合会より送付される「軽度の要介護者にかかる福祉用具貸与品目一

覧表」と事前届の突合を行い、適正な用具の利用と請求管理徹底を図ります。 

６．【縦覧点検・医療情報との突合の活用による事業所への重点指導】 

●事業所の請求内容や傾向を把握し、疑義のある事業所へ随時、個別に請求状況の確認や指導を行

うとともに、集団指導や研修会等での事例共有により、事業所全体の適正なサービス向上に繋げ

ます。 

 

 

 

 

施策の柱６ 

【適正化の推進】 
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 基本施策項目 

６-➋ 

有料老人ホーム・サービス付き高齢者向

け住宅のサービスの質の向上 
 

 現状と課題 

●松江市内には、島根県内のサービス付き高齢者向け住宅（サ高住）の供給戸数の約６２%（２０２２

（令和４）年８月１日時点）が建設されています。有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅は、

その多くが介護保険サービス事業所を併設しています。 

●併設する介護サービス事業所については、その利用者に対し、必要なサービス提供が適切に行われ

ているか確認、指導を行うことが必要です。 

●サービス付き高齢者向け住宅の入居率は平均８０%（２０２２(令和４)年７月１日時点）であり、介護

サービスが必要となった高齢者や、ひとり暮らしが困難となった高齢者等にとって、住まいの選択

肢の一つとなっていると考えられています。入居を検討する高齢者に対し、事業者から適正な説明

を行っているか、今後も監査指導等の機会において継続的に状況把握が必要です。 

 

■有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅の整備数 

  H２５ H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ R１ R２ R３ R４ 

有料老人 

ホーム 

施設数 １９ ２３ ２６ ２９ ３１ ３３ ３５ ３４ ３４ ３５ 

定員数 ５８８ ６９２ ７７３ ８４８ ８８９ １,０４０ １,１４７ １,０８１ １,０９１ １,１４１ 

サ高住 施設数 １６ １９ ２４ ２５ ２８ ２８ ２９ ３０ ３４ ３４ 

戸数 ５５５ ６３９ ７８１ ８０７ ９６０ ９６０ １,２０６ １,２５６ １,４４３ １,４８３ 

＊有料老人ホーム： H２５-H２９ 島根県調べ  H３０-R３ 松江市福祉総務課調べ  R４ 松江市健康福祉総務課調べ 

＊サ高住：松江市住宅政策課調べ 

 

●利用者（入所者）が安心して生活できるように、監査指導を通じて適切なサービス等が提供されて

いるか確認します。 

●併設する介護保険サービス事業所で利用者が真に必要とするサービスが提供されているのか、ケ

アプラン点検と連携し継続的なチェックを行います。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

有料老人ホーム（サ高住含む）の監査指導件数 

（２０２２（令和４）年度からの累計）(件) 
１０ ６８ 

 

 基本施策項目の方向性 
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 具体的な取組み 

１．【適切な運営となるための指導】 

●定期的に松江市の指針に基づいたケアプラン点検を重点的に実施し、必要に応じて監査指導を行

います。 

●高齢者向け住宅を所管する部署とも連携し、施設運営事業者からの質問・相談に対応しながら適

正な運営となるように促していきます。 

●利用者・従業者等からの苦情・通報に対し、任意調査や監査指導等を実施したうえで事業者に改善

を求め、より適切な運営となるように指導します。 

●厚生労働省基準省令に基づき２０２４（令和６）年度から義務となる項目*１について、実施状況を監

査指導において確認していきます。 

 

*１有料老人ホーム・サ高住において２０２４（令和６）年度から義務となる項目： 

・業務継続計画の策定及びそれに基づく訓練の実施。 

・食中毒及び感染症の発生を抑制する取組みに関する委員会の設置、指針の整備、研修・訓練の実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

施策の柱６ 

【適正化の推進】 

 

 
 

 



     

55 

 

 基本施策項目 

６-➌ 要介護認定適正化の推進 

 

 現状と課題 

●今後、要介護認定の申請者数の増加に備え、要介護認定を速やかかつ、適正に実施するために要介

護認定までの日数短縮の取組みを一層推進していく必要があります。 

●２０２２（令和４）年度の上半期では、要介護認定の申請（新規、更新、区分変更）から認定までの平均

日数が、松江市は３９.０日で全国平均３８.３日と比較し０.７日長くなっています。 

●要介護認定の根幹となる認定調査について、各種研修会の実施等により資質向上を図っていま

す。全国一律の基準に基づき、公正かつ的確な調査実施が必要です。 

 

■申請から認定までの期間の平均値（日数） 

松江市 島根県 全国 

３９.０ ３７.９ ３８.３ 

集計対象期間：２０２２（令和４）年４月１日申請～２０２２（令和４）年９月３０日申請分 

*出典：厚生労働省 要介護認定適正化事業【業務分析データ】 

 

●要介護認定の申請から認定までの日数が長期化する要因を分析し、日数を短縮します。 

●公平・公正かつ的確な認定を行うため認定調査員の資質向上に取組みます。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

申請から要介護認定までの平均期間（日） ３９.０ ３７.０ 

認定調査員との定期連絡会の実施（回） ２ ６ 

 

 

 

  
 

 基本施策項目の方向性 
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 具体的な取組み 

１．【要介護認定平準化のための認定審査会委員・主治医・認定調査員の研修実施】 

●全国一律の基準に基づき、公正かつ的確に要介護認定を実施する必要があるため、各種研修会を

実施します。 

２．【認定調査員との連携】 

●認定調査項目の基準の統一化、判断に迷う事例等について、松江市との連絡会の場を定期的に設

け、認定調査員の資質向上を図ります。 

３．【関係機関との要介護認定の仕組みを共有】 

●現状で介護サービスを利用していない被保険者の要介護認定申請の必要性を検討してもらうた

め、医療機関のほか居宅介護支援事業所等の関係機関と意見交換を実施します。 

●長期入院者の更新申請のあり方を検討し、医療機関との連携を図りながら適切なタイミングでの

申請に繋げます。 

４．【認定審査会の ICT 活用】 

●国においても認定審査会の業務効率化の観点から、新型コロナウイルス感染症の状況を問わず継

続することが適当であると示されていることから、オンラインを活用した審査会を継続します。 

（参考：２０２３（令和５）年６月現在：オンライン参加７７.３％） 

５．【未受給者への介護予防事業の取組み周知】 

●要介護認定更新時において、未受給者へ介護予防事業の周知に取組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策の柱６ 

【適正化の推進】 
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 基本施策項目 

７-➊ 属性や世代を問わない相談支援 

 

 現状と課題 

●８０５０問題*１やダブルケア*２等地域住民の抱える生活課題は複雑化・複合化しています。 

●法律や制度の狭間で適切な支援を受けられず、孤立する住民が潜在しています。 

 

 

*出典：松江市社会福祉協議会調べ（２０２２（令和４）年度） 

 

●全ての世代、全ての方を対象とした身近な相談窓口として開設しているふくしなんでも相談所窓口

の設置を進め、住民により身近なエリアで地域のさまざまな相談をワンストップで受け止めます。 

●福祉、医療、住宅、司法、教育等の多機関と連携し地域住民が抱える課題に包括的に対応するため

の体制を強化します。 

 

 

 基本施策項目の方向性 
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30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳～64歳
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75歳以上

不明
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ふくしなんでも相談所 における年代別相談件数

11件

11件
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27件

27件

87件

55件

*3

介護ケア問題

家庭内問題

身体と心の健康

住まい問題

消費・経済問題

孤立・閉じこもり

子育て問題

就労問題

権利侵害

近隣友人問題

地域問題

0 20 40 60 80 100（件）

ふくしなんでも相談所における相談内容

62件

37件
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39件
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7件

21件
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26件
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★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

ふくしなんでも相談所 （サテライト含む） 

設置数（か所） 
４７      ５９ 

 

 
 

 具体的な取組み 

１．【相談体制の充実】 

●住民により身近な相談窓口の設置を進め、相談を受け止めるため、市内の社会福祉法人・薬局と

連携し、日常生活圏域ごとにさらに２か所程度、当該施設内にふくしなんでも相談所窓口を開設し

ます。 

●月に１回、市内２９公民館ごとに「出張ふくしなんでも相談所」を開設し、各地域の福祉活動を行う

民生児童委員、福祉推進員、ボランティア等と連携することで身近に相談を受けとめる場を作りま

す。 

●地域包括支援センターの適切な人員配置と実践力向上に努めます。また、早期の相談・支援に繋げ

るため、相談窓口の周知強化を図ります。 

２．【重層的支援体制整備事業*４の実施】 

●単独の相談支援機関では対応が困難な事例については重層的支援会議において多機関と連携

し、オーダーメイドの支援プランを作成する等、課題の解決を図ります。 

●すぐに支援に繋がらない方へのアウトリーチ*５を継続的に行います。 

●社会的な孤立を防ぐため、居場所づくりの支援を行います。 

３．【セーフティーネット会議の開催】 

●福祉、医療、住宅、司法、教育等多機関のネットワークで構築する会議により、あらゆる生活課題に

関係機関が包括的に対応する取組みを進めます。 

 

*１ ８０５０問題：子どもの引きこもりが長期間にわたり続いた結果、「８０代」の親が「５０代」の子どもを経済的に支える状態となり、生活

が困窮していくという問題。 

*２ ダブルケア：育児期にある方（世帯）が親の介護も同時に担うこと。 

*３ ふくしなんでも相談所：松江市社会福祉協議会が設置する身近な相談（悩みごと）を総合的にサポートする相談所。 

*４ 重層的支援体制整備事業：地域住民の複雑化複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制の構築に向けて、既存の分野別

（介護、障がい、子ども、生活困窮）事業に新たに分野横断的な取組みを加えて「相談支援、参加支援、地域づくりに向けた支援」を一

体的に実施する事業。 

*５ アウトリーチ：地域で孤立し、公的な援助に結びついていない方々を発見し、支援や情報提供を実施する、専門職が出向く形の相談

方法。 

 

 

  

施策の柱７ 

【地域共生社会に向けた包括的支援】 
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 基本施策項目 

７-❷ 共生型サービス
*１

の普及・推進 

 

 現状と課題 

●障がいのある方が６５歳になった後も慣れ親しんだ事業所で継続してサービスを受ける制度とし

て、共生型サービスの普及・推進があります。 

●厚生労働省の調査*２によると、共生型サービスの指定を受けている事業所が指定申請した理由・目

標として、「６５歳を迎える利用者が継続利用できるようにするため」との回答が最も多く、事業所

側も共生型サービスの必要性を感じています。 

●２０２３（令和５）年４月現在、松江市の共生型サービスの指定を受けている事業所は１か所あり、今

後障がいのある方の高齢化も進行し、６５歳以上の障がいのある方も増加していくことが考えられ

ることから、更なる事業所の増加が必要です。 

  

●障がいのある方が６５歳になった後も使い慣れたサービスを利用し続けられるよう、既存の事業所

に対し共生型サービスについて周知し、普及を推進します。 

●事業所に対し、共生型サービスの申請が円滑に行われるよう、情報提供や必要な手続きの支援を行

います。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

共生型サービスの指定を受けている事業所数 

（か所） 
１ ３ 

 

 

 

 

 

 基本施策項目の方向性 
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*１ 共生型サービス：介護保険または障がい者福祉のいずれかの訪問系・通所系・短期入所系のサービスの指定を受けている事業所

が、もう一方の制度における訪問系・通所系・短期入所系のサービスの指定も受けやすくする制度。 

*２ 厚生労働省の調査：２０２０（令和２）年度厚生労働省老人保健健康増進等事業「共生型サービスの実態把握及び普及啓発に関す

る調査研究事業」報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 具体的な取組み 

１．【共生型サービスに関する周知】 

●事業所に対し共生型サービスの内容、取組むメリットや先進的取組み事例について周知し、制度の

普及啓発を行います。 

●共生型サービスに関する基準や指定申請の手続き等、より具体的な説明資料を作成し広く示すこ

とで事業所の理解を深めます。 

２．【適切な運営となるための指導】 

●事業所から共生型サービスの指定申請について相談があった場合は、その事業所が指定を受ける

ことができるよう相談に対応し、申請に向け支援していきます。 

●指定申請の手続きに関する資料を作成し、指定申請に向け事業所の理解が深まるよう支援してい

きます。 

 

 

 

 

 

共生型サービスの実施イメージ 

 

 

*出典：厚生労働省 HP「共生型サービスの実施イメージ」 

施策の柱７ 

【地域共生社会に向けた包括的支援】 
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 基本施策項目 

７-❸ 成年後見制度
*１

の利用促進 

 

 現状と課題 

●認知症や知的障がい、精神障がい等によって判断能力が十分でない方の権利を守り、財産管理は

もとより身上監護や意思決定を支援するために成年後見制度の利用促進に取組んでいます。 

●２０２１（令和３）年７月に、成年後見制度をはじめとする権利擁護支援の中核的な役割を果たす機

関として「松江市権利擁護推進センター」を設置しました。当センターでは、５つの機能を整備し、地

域連携ネットワーク*２の構築や成年後見制度の利用促進に取組んでいます。 

●認知症高齢者の増加等により、成年後見制度を必要とする方が今後さらに増えることが見込まれ

ており、制度の担い手である後見人等の不足が課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                             

●権利擁護支援が必要な方が適切に相談支援に繋がるよう、広報・啓発活動に取組む必要がありま

す。 

●後見人等の担い手として、市民後見人等の育成を行う必要があります。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

市民後見人等候補者バンク*３登録者数（人） １９  ２７ 

 

 基本施策項目の方向性 

松江市権利擁護推進センター 

マスコットキャラクター 

まもるくん 

＜松江市権利擁護推進センターの機能＞ 

  Ⅰ広報   

・市民公開講座・出前講座の開催  ・パンフレットや広報紙の作成・配布 

  Ⅱ利用促進 

・受任者調整会議の開催 ・担い手育成（市民後見人等養成講座の開催） 

・家庭裁判所との連携 

  Ⅲ相談 

   ・相談窓口の設置 

  Ⅳ後見人等支援 

   ・後見人等支援チーム会議の開催 

  Ⅴ不正防止 

   ・Ⅰ～Ⅳの体制整備による不正の未然防止・早期把握 
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 具体的な取組み 

１．【権利擁護推進センター機能の充実】 

●市民講座・講演会等の開催や、機関紙の発行を通じて広報・啓発活動を行います。 

●市民後見人等の担い手確保に繋げるため、市民後見人等養成講座を開催し、市民後見人等候補者

バンク登録者数の増加を目指します。 

●地域連携ネットワークの協議会としての役割を担う「松江市セーフティーネット会議権利擁護部会」

を開催し、権利擁護支援が必要な方を包括的に支援する体制を構築します。 

２．【市長申立制度の活用】 

●親族の協力を得られない場合は、市長が審判の請求を行う市長申立制度を活用します。 

３．【後見人等の報酬助成制度の活用】 

●経済的な理由により制度の利用が困難な場合は、後見人等の活動に対する報酬の助成を行うこと

で制度の利用を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*１ 成年後見制度：認知症、知的障がい、精神障がい等により物事を判断する能力が十分でない方について、本人の権利を守る援助

者（成年後見人等）を選ぶことで、本人を法律的に支援する制度。家庭裁判所に審判の申立てを行い、家庭裁判所によって援助者

として成年後見人等（成年後見人・保佐人・補助人）が選ばれる。 

*２ 地域連携ネットワーク：地域の社会資源をネットワーク化し、地域において相談窓口を整備するとともに、支援の必要な方を発見

し、適切に支援に繋げる地域連携の仕組み。 

*３ 市民後見人等候補者バンク：松江市社会福祉協議会（松江市権利擁護推進センター）が実施する講座を受講・修了し、所定の実務

経験を６か月以上積んだ後、市民後見人等として活動する意思のある方が登録する制度。 

 

 

 

  

施策の柱７ 

【地域共生社会に向けた包括的支援】 

 

 
 

 

開所式の様子 
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 基本施策項目 

７-➍ 高齢者虐待防止の取組み推進 

 

 現状と課題 

●養護者＊１による高齢者虐待において、虐待の通報・相談件数は依然として多くあります。 

 

■地域包括支援センターへの高齢者虐待の通報・虐待認定件数 

 

■虐待種別件数 

 

●複雑・多様化する問題についての相談体制の強化、高齢者施設従事者に対する研修等を通じて、予

防や再発防止への取組みを進める必要があります。 

 

●関係機関が連携して高齢者及び養護者の支援を行い、在宅における高齢者虐待の予防及び再発防

止を図ります。 

●高齢者施設従事者が高齢者虐待防止に向けて積極的に取組むための支援を行います。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

高齢者虐待防止研修会参加事業所数（か所数） ８２ １００ 

 

 

年度 
２０１９年 

(令和元)年度 
２０２０ 

(令和２)年度 
２０２１ 

(令和３)年度 
２０２２ 

(令和４)年度 

通報件数 ４１ ６１ ５８ ６４ 

虐待認定件数 ３２ ３１ １８ ３７ 

年度 
２０１９年 

(令和元)年度 
２０２０ 

(令和２)年度 
２０２１ 

(令和３)年度 
２０２２ 

(令和４)年度 

身体的虐待 １８ ２２ １１ ２９ 

介護・世話の放棄・放任 ４ ２ ３ １ 

心理的虐待 １６ １２ ７ ７ 

性的虐待 ０ ０ ０ ０ 

経済的虐待 ３ ６ ４ ５ 

 基本施策項目の方向性 



 

64 

第
６
章 

 

第
７
章 

 

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の 

見
込
み
と
今
後
の
方
向
性 

第
９
期
計
画
の 

推
進
及
び
評
価
体
制 

資
料
編 

第
１
章 

 

第
２
章 

高
齢
者
の
現
状 

第
３
章 

 

第
４
章 

 

計
画
策
定
に 

あ
た
っ
て 

第
８
期
計
画
の 

取
組
み
の
評
価 

第
９
期
計
画
の 

基
本
方
針 

第
５
章 

推
進
の
た
め
の
施
策 

 

 

*１ 養護者：高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等以外の者。金銭の管理、食事や介護等の世話、自宅の鍵の管理

等、何らかの世話をしている方（高齢者の世話をしている家族、親族、同居人等）。 

 具体的な取組み 

１．【養護者による虐待防止の推進】 

●虐待予防のため、高齢者虐待の知識・理解の普及、啓発や相談窓口の周知に努めます。 

●養護者のおかれた状況を確認し、介護負担やストレスの軽減を図る取組みを行う等、養護者への

支援を図ります。 

●地域での虐待の早期発見及び早期解決に向け、地域ケア会議での困難事例の検討を推進します。 

２．【高齢者施設従事者による虐待防止の推進】 

●高齢者施設従事者向けの虐待防止研修を実施し、権利擁護の推進を図ります。 

●虐待防止に関する、高齢者施設の対応状況を運営指導等で確認し、適切に行われるよう指導を行

います。 

３．【連携協力体制の強化】 

●虐待の防止や早期発見、虐待を受けた高齢者や養護者に対する適切な支援を行うため、地域包括

支援センター、警察、高齢者施設、医療機関、見守りネットワーク協力事業所等の関係機関との連

携体制の充実に取組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策の柱７ 

【地域共生社会に向けた包括的支援】 
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 基本施策項目 

８-➊ 業務継続計画整備支援 

 

 現状と課題 

●２０２４（令和６）年４月１日から各介護事業所・施設において業務継続計画の策定が厚生労働省基準

省令に基づき義務化されました。 

●合わせて、計画に基づく訓練等の実施も義務化されていることや、定期的な見直しが必要であるこ

とからも、策定した計画を各介護事業所において、より実効性のあるものとしていくことが必要で

す。 

 

■業務継続計画とその他防災に関する計画等との違い 

名称 目的 対象施設 備考 

業務継続計画（BCP） 災害や感染症発生時に、業務を停止す

ることなくサービス提供を継続する（あ

るいは一時的に休止しても可能な限り

早期再開する）ことを目的とする 

全事業所において義務化 

（２０２４（令和６）年４月以降） 

 

非常災害対策計画 非常災害発生直後に利用者、職員の安

全を確保すべく、初期対応、救助、避難

等を迅速に行うことを目的とする 

施設数及び一部の事業所におい

て義務化 

一体的に作成

することが可

能 

避難確保計画 非常災害発生直後に利用者、職員が安

全に避難等できるよう具体的な避難計

画を定めることを目的とする 

浸水想定区域、土砂災害計画区

域、津波浸水想定内に所在し、市

が作成する地域防災計画に記載

のある要配慮者利用施設におい

て義務化 

 

●市内の介護事業所・施設が策定した業務継続計画やそれに基づく訓練の実施等について、運営指

導において確認します。 

●計画見直しや研修・訓練の実施に関連する各種情報を、集団指導や説明会等において介護事業所・

施設に提供します。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

業務継続計画に関する介護事業所・施設向け

の説明会の開催回数（２０２３（令和５）年度か

らの累計）（回） ※集団指導での実施を含む 

０ ４ 

 

 基本施策項目の方向性 
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*出典：厚生労働省老健局「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」 

 具体的な取組み 

１．【実効性ある業務継続計画の整備】 

●介護事業所・施設に対する運営指導において、業務継続計画について確認するとともに、定期的

な見直しの実施状況、訓練の実施状況について確認し指導します。 

２．【計画整備に必要な情報提供の実施】 

●より実効性のある計画となるよう、国・県等関係機関とも連携し、必要な情報を各介護事業所・施

設に提供することで、既に作成している計画の見直し作業を促します。 

●訓練の実施について、参考となる事例等を各介護事業所・施設に情報提供します。 

 

 

■防災計画と業務継続計画（自然災害）との関わり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策の柱８ 

【災害・感染症対策】 

 

 
 

 

③介護サービス事業継続 

利用者保護、職員の確保、 

備蓄物資、代替施設等 

➁避難確保・レベル向上 

安全な避難方法、複数の避難経路、 

避難場所確保等 

④地域貢献・連携 

地域との支えあい、福祉避難所等 

➀従来の消防・防災計画 

災害直後の安全確保 

（避難・救助・消火） 
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 基本施策項目 

８-❷ 災害・感染症対策支援 

 

 現状と課題 

●近年、自然災害が頻発化・激甚化しており、全国で介護事業所・施設が被害を受ける例が見られま

す。 

●また新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けて、日常的な感染症対策は介護事業所・施設にと

って不可欠なものとなっています。 

●災害や感染症等のリスクに対し、介護事業所・施設は日頃からの対策や備え、訓練等を行っておくこ

とが必要です。 

●介護事業所・施設が災害時に地域住民と協力体制がとれるよう、「地域との連携」を日頃から強め

ておくことが求められています。  

●介護事業所・施設が自然災害や感染症等のリスクに対し平常時から対策を講じられるよう、普及啓

発を行います。 

●必要な訓練の実施が定期的に行われているか確認し、指導します。 

●介護事業所・施設が緊急時に必要な支援を受けることができるよう、関係機関で連携体制を構築し

ます。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

非常災害時または感染症の予防・まん延防止に必

要な訓練実施に関する介護事業所・施設向け研修

会の開催回数（２０２４（令和６）年度からの累計）

（回） 

０ ３ 

 

 

 

 

 基本施策項目の方向性 
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 具体的な取組み 

１．【訓練・研修の実施】 

●介護事業所・施設においては非常災害時における訓練、および感染症の予防及びまん延防止のた

めの訓練が厚生労働省基準省令に基づき義務化された*１ことを受け、各訓練の実施状況について

運営指導等において確認し、指導します。 

●訓練の実施について、参考となる事例等を介護事業所・施設に情報提供します。また可能な限り地

域住民が参加する形で実施するよう、各介護事業所・施設に周知・啓発します。 

２．【自然災害への備え】 

●介護事業所・施設と連携を密にし、日頃から避難経路や緊急時連絡体制の確認を行うよう各介護

事業所・施設に促します。 

●災害発生時に必要な備蓄品の準備等を行っておくよう、各介護事業所・施設に啓発・指導を行いま

す。 

●「消防計画」「非常災害時対応マニュアル」等、各介護事業所・施設が必要な計画等を策定している

か確認し指導します。 

３．【感染症対策】 

●感染に備えて、介護事業所・施設が平時から医療機関との連携体制を確保しておくよう促します。 

●保健所、島根県、協力医療機関等、各関係機関との連携を強化し、介護事業所・施設において感染

が拡大した際に、物資の調達、人員の確保、衛生管理の指導等、必要な支援を速やかに受けられる

よう、体制を構築します。 

●各施設において感染対策委員会の開催や指針の策定等、運営基準上必要な取組みを行っている

か運営指導において確認します。 

 

*１ 介護事業所・施設において災害・感染症に関し義務化されているもの。 

・非常災害に備えた避難・救出・その他必要な訓練の実施。 

・感染症の予防及びまん延防止のための委員会の設置、指針の整備、および研修・訓練の実施。 

・業務継続計画の策定及び職員への周知、必要な研修及び訓練の定期的な実施、計画の定期的な見直し。 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策の柱８ 

【災害・感染症対策】 
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 基本施策項目 

９-➊ 本人・家族への支援 

 

 現状と課題 

●在宅で介護を主に行っている家族介護者が最も多く感じる不安要因は「認知症への不安」で、

30.2%を占めています*１。一方で、認知症に関する相談窓口を知っている方は全体の２７.２%に留

まっています*２。認知症の方やその家族が適切な支援に繋がるよう、相談窓口の周知を強化する必

要があります。 

        
 

●２０２２(令和４)年１０月末時点の要介護認定データにおいて、松江市の認知症(認知症高齢者の日

常生活自立度Ⅱa 以上)*３の方は７,９０５人となっています。今後、高齢者の増加に伴い一層の増加

が見込まれます。認知症になっても生きがいや希望を持って暮らすことができるよう、認知症の方

の社会参加の機会を確保することが重要です。 

 

 基本施策項目の方向性 

●早期相談・早期対応に繋げるため、認知症に関する各種相談窓口の周知を強化します。 

●認知症の方や家族が地域で孤立することがないよう、交流できる通いの場の拡充に努めます。 

●認知症の方が生きがいや希望を持って暮らすことができるよう、認知症の方の社会参加の支援を

行います。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

認知症に関する相談窓口を知っている割合

（%） 
２７.２ ５０.０ 

認知症カフェ設置数（か所） ８      １０ 

 

認知症に関する
相談窓口を知っ
ていますか。

[凡例]

全体

（n=6,664）

   男性

（n=2,871）

　 女性

（n=3,793）

はい いいえ 無回答

27.2％

23.9％

29.8％

68.8％

72.7％

65.9％

3.9％

3.5％

4.3％

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（％）

性
別
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*１ 出典：松江市「在宅介護実態調査（２０２２(令和４)年度調査）」。 

*２ 出典：松江市「高齢者の生活に関するアンケート（２０２２（令和４）年度調査）」。 

*３ 表１ 認知症高齢者の日常生活自立度判定基準参照。 

*４ 認知症疾患医療センター：認知症の鑑別診断や、行動・心理症状（ＢＰＳＤ）と身体合併症に対する急性期医療、専門医療相談等を行う

医療機関。 

 

 具体的な取組み 

１．【早期相談・早期対応への取組み推進】 

●早期相談・早期対応に繋げるため、市報やホームページ、SNS 等を活用し、地域包括支援センタ

ー、認知症疾患医療センター*４等の具体的な相談窓口の周知を推進します。 

●関係機関と連携し、認知症と診断された方が、適切な相談窓口や支援に、早期に繋がる仕組みづ

くりを進めます。 

２．【支援体制の充実・強化】 

●「認知症の人と家族の会」等の紹介、認知症カフェ立ち上げの推進等、認知症の方とその家族が相

談・交流できる場の拡充を行います。 

●認知症地域支援推進員が中心となり、認知症疾患医療センター、かかりつけ医、認知症サポート

医、認知症専門医療機関、認知症初期集中支援チーム、若年性認知症支援コーディネーターとの連

携を強化し、認知症の方や家族への積極的な支援を行います。 

３．【認知症の方の社会参加支援】 

●認知症の方に認知症カフェ等の交流の場への参加を促す、就労継続を支援する等、社会参加の機

会を確保することで、孤立や症状進行の予防に繋げます。 

 

 

ランク 判 断 基 準 見られる症状・行動の例 

Ⅰ 何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び

社会的にほぼ自立している。 

 

Ⅱ 日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎

通の困難さが多少見られても、誰かが注意していれ

ば自立できる。 

 

Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態が見られる。 たびたび道に迷うとか、買物や事務、金銭管理等

それまでできたことにミスが目立つ等 

Ⅱb 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。 服薬管理ができない、電話の応対や訪問者との

対応等一人で留守番ができない等 

Ⅲ 日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎

通の困難さが見られ、介護を必要とする。 

 

Ⅲa 日中を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 着替え、食事、排便、排尿が上手にできない、時

間がかかる。やたらに物を口に入れる、物を拾い

集める、徘徊、失禁、大声・奇声をあげる、火の不

始末、不潔行為、性的異常行動等 

Ⅲb 夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 ランクⅢa に同じ 

Ⅳ 日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎

通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要とする。 

ランクⅢに同じ 

M 著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患

が見られ、専門医療を必要とする。 

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神症状や

精神症状に起因する問題行動が継続する状態等 
 

 

施策の柱９ 

【認知症の共生・予防】 

 

 
 

 

表１ 認知症高齢者の日常生活自立度判定基準 
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 基本施策項目 

９-➋ 認知症バリアフリーの推進 

 

 現状と課題 

●２０２２(令和４)年１０月現在の要介護認定データにおいて、認知症重度(認知症高齢者の日常生活

自立度Ⅲa 以上)の方は２,２６９人となっており、今後、高齢者の増加に伴い一層の増加が見込まれ

ます。地域の見守り体制を強化し、認知症による行方不明高齢者(２０２２(令和４)年度に松江市で

２２人発生)の対策を行う必要があります。 

●チームオレンジ*１は市内（乃木地区）で１か所開設されており、認知症カフェ等の活動を通じた支援

が行われています。 

 

●認知症の方が、地域において安全にかつ安心して日常生活を営むことができるよう、見守り体制の

強化を図ります。 

●認知症の方が生きがいや希望を持って暮らすことができるよう、認知症の方が自らの認知症に係

る経験等を共有することができる機会の確保を行います。 

●認知症の方や家族のニーズにあった支援ができるよう、地域での支援体制（チームオレンジ）の構築

を推進します。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

見守りネットワーク*２の協力事業者数（事業者） ２８２ ３３０ 

見守りシール＊３利用登録者数（人） ９６ ３００ 

チームオレンジ設置数（か所） １ ３ 

 

 

 基本施策項目の方向性 
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*１ チームオレンジ：認知症の方やその家族のニーズに合った具体的な支援に繋げる仕組み。 

*２ 見守りネットワーク：高齢者の生活に密接に関わる事業者や団体と松江市が高齢者の見守りに関して協定を結び、日常業務の範

囲の中で、地域の高齢者の方に対して「さりげない見守り」を行う仕組み。 

*３ 見守りシール：認知症等で道に迷われたりする高齢者の方の早期発見や身元の特定を目的に、２０２２（令和４）年度より導入。発

見者が松江警察署又は地域包括支援センターに連絡し、シールに記載された番号を伝えることで個人の特定ができ、迅速にご家

族へ発見の連絡をすることが可能。 

 具体的な取組み 

１．【見守り体制の強化】 

●民間事業者や地域住民等で構成する「見守りネットワーク」の拡充により、地域の認知症の方を含

む高齢者を必要な支援に繋げる見守り活動を推進します。 

●見守りシールの拡大のため、対象の方の家族や関係機関へ利用登録を働きかけます。また、シール

の効果を発揮するため、市民にシールの意味や機能についての周知を図ります。 

●認知症の方やその家族の支援ニーズに合った支援を行うチームオレンジを拡充するため、地域で

の活動を希望する認知症サポーターの活用を促進します。 

２．【本人発信支援】 

●認知症カフェ等の交流の場や日常の支援を通じて、本人の意見を把握することで、認知症の方自

身の視点を、認知症施策に反映するように努めます。 

●認知症の方が認知症カフェ等の交流の場に参加し、参加を通じて自らの認知症に係る経験の共有

や発信する活動の支援を行います。 

 

 

 

出典：厚生労働省「チームオレンジの取組みの推進」 

 

施策の柱９ 

【認知症の共生・予防】 
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 基本施策項目 

９-❸ 普及啓発・予防 

 

 現状と課題 

●２０２２(令和４)年１０月末時点の要介護認定データにおいて、松江市の認知症(認知症高齢者の日

常生活自立度Ⅱa以上)の方は７,９０５人となっています。今後、高齢者の増加に伴い一層の増加が

見込まれます。認知症の方とその家族が暮らしやすい地域づくりを進めるために、認知症に対する

正しい知識の普及と支援する人材の育成が必要です。 

●認知症サポーター養成講座の講師であるキャラバン・メイト＊１は２０２３（令和５）年４月時点で１６８

人です。 

●認知症予防に効果があると考えられる活動である「からだ元気塾」や「なごやか寄り合い」等の通い

の場に参加している方は約１割です。＊２ 

 

●認知症サポーターやキャラバン・メイトの活動を支援し、認知症に関する正しい知識の普及を推進し

ます。 

●適切な運動や、口腔機能の向上、社会交流等日常生活における取組みが、認知機能低下の予防に

繋がる可能性があることから身近な通いの場への参加を促進します。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

認知症サポーター養成講座受講者数（人：累計） ２３,３２３ ２７,０００ 

認知症キャラバン・メイト実働者割合（%） ７５.０ ８０.０ 

からだ元気塾の参加人数（人）（再掲） ８４０ １,０００ 

なごやか寄り合い参加人数（人） ５,０７８ ９,０００ 

   

 基本施策項目の方向性 
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*１ キャラバン・メイト：認知症サポーター養成講座の講師役。自治体等が主催するキャラバン・メイト養成研修を受講し、登録する必要

がある。 

*２ 出典：松江市「高齢者の生活に関するアンケート（２０２２（令和４）年度調査）」。 

 具体的な取組み 

１．【認知症に関する普及・啓発】 

●認知症を正しく理解し、地域や職域で認知症の方や家族を支援する認知症サポーターの養成を推

進します。特に小中学生と高校生・大学生等、若年世代の認知症への理解を促進するため、認知症

サポーター養成講座の受講の働きかけを進めます。 

●市報やホームページ、SNS 等を活用し、認知症に関する基礎的な情報とともに、地域包括支援セ

ンター等の具体的な相談先や受診先の利用方法の周知を推進します。 

●認知症ケアパス(認知症ガイドブック)やリーフレット等の媒体を市民、関係機関へ配布し、認知症

に関する基本的な情報とともに、地域包括支援センター等の相談先や、受診先の利用方法の周知

に努めます。 

２．【認知症予防の取組み推進】 

●適切な運動や社会交流等、日常生活における取組みが、認知機能低下の予防に繋がる可能性があ

ることから、対象者への個別の参加勧奨により「からだ元気塾」や「なごやか寄り合い」等、身近な

通いの場の参加者増に努めます。 

 

 

 

 

 

  

施策の柱９ 

【認知症の共生・予防】 
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 基本施策項目 

１０-❶ 介護業界イメージアップに向けた情報発信 

 

 現状と課題 

●介護人材の確保等に関する実態調査（２０２２（令和４）年度）によると、介護事業所における人材確

保の問題点として、「募集しても求職者の絶対数が集まらない」ことや、「事業所が求める人材と求

職者がマッチングしない」ことが多く挙げられています。 

●行政には、｢介護報酬の見直し｣のほか、「介護職のイメージアップ」「求職者や介護に関心がある方

向けのセミナー・研修」「中高生向けの出前授業や職場体験の開催」等の支援が求められています。 

 

 
 

 

*出典：介護人材の確保等に関する実態調査(２０２２（令和４）年度) 

 

 

 

求人を募集しても求職者の絶対数が集まらない

事業所が求める人材と求職者がマッチングしない

求職者に対して魅力ある待遇・勤務条件を提示できない

採用活動を積極的に行うための人的・金銭的資源が乏しい

介護職のネガティブなイメージを払しょくできない

自社をPRするノウハウがない

事業所間の応援体制を構築できていない

その他

無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（％）

人材の確保における問題点

67.5％

43.5％

19.8％

19.0％

17.3％

11.0％

5.5％

7.6％

6.8％

介護報酬の見直し

動画や冊子等の制作による介護職のイメージアップ

入門的研修のような求職者や介護に関心がある方向けのセミナー研修の開催

中高生向けの出前授業や職場体験の開催

事業所間の応援体制の構築支援

採用担当者向けのセミナーの開催

認証評価制度の導入

その他

無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（％）

人材の確保のために必要だと思う行政の支援

86.5％

32.9％

24.9％

24.5％

13.1％

11.4％

11.4％

6.3％

5.1％
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●介護職として働くことで感じられるやりがいや、実際に働いている職員の魅力を伝える取組みを通

して、中高生等の若い世代の介護職への興味・関心が高まるよう働きかけるとともに、保護者や進

路指導教員に対して、介護の仕事や介護職に対する理解の促進を図り、介護職が進路選択におい

て選ばれる職業となることが必要です。 

●福祉人材養成校の学生に対して、松江市における介護職としての将来のキャリアを思い描く材料と

なるコンテンツを提供することで、松江市において介護職の就職者数を増やすことが必要です。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

｢介護の出前授業｣の実施中学校数（校） ６  １４ 

福祉人材養成校との連携（校：累計） ０  ６ 
 

 基本施策項目の方向性 

 

 

*１ 市オリジナルコンテンツ：PR 冊子 ｢介護のしごとで私の未来をソウゾウしてみよう｣、PR 動画 ｢しまね介護トークセッション”福

祉×クリエイティブ”｣ 【２０２２（令和４）年度作成】 

 具体的な取組み 

１．【PR コンテンツの活用】 

●２０２２（令和４）年度に作成した市オリジナルコンテンツ*１を、｢介護の出前授業｣や｢福祉人材養成

校へのアプローチ｣等に活用します。 

２．【介護の出前授業】 

●介護現場の最前線で働く介護士をコンシェルジュとして中学校に派遣し、講義や体験的な活動等

を通じて、「福祉の心」を育み、職業としての介護職についての理解を深めます。 

３．【介護の職場体験】 

●中学校職場体験学習の実施の機会をとらえ、介護事業所での体験活動が、進路選択に資するもの

となるよう、PR コンテンツの提供等の支援を行います。 

４．【高校生福祉体験発表】 

●介護の日 PR イベント等に合わせて、市内の福祉を学ぶ高校生が、日ごろの学習の成果を発表す

る場を設け、現役の介護職等との交流・相互理解を促進します。 

５．【介護の日 PR イベント】 

●介護の日（１１月１１日）に合わせ、市民を対象とした介護職のイメージアップや、事業所間での課題

解決・情報共有に向けたディスカッションイベント等を行います。 

６．【保護者や教員の理解促進】 

●介護職に対する関心を学生・生徒のみに留めず、PR コンテンツの活用等を通じて、進路指導教員

や保護者の理解を得て進学・就労に繋がるよう取組みます。 

７．【福祉人材養成校との関係構築】 

●中国地方の福祉人材養成校と定期的に情報交換できる関係を構築することで、市内事業所への

UI ターンを促進します。 

施策の柱１０ 

【地域包括ケアを支える介護人材の確保】 
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 基本施策項目 

１０-❷ 多様な人材の参入促進 

 

 現状と課題 

●介護人材の確保等に関する実態調査（２０２２（令和４）年度）によると、現在外国人を雇用している

のは全事業所の９.７％で、「現在は雇用しておらず、今後も雇用しない」という事業所は２６.２％と

なっていますが、５割を超える事業者が「現在は雇用しておらず、今後は未定」と回答しています。 

●採用したい人材では、「専門職経験者または資格保持者」「新卒または第二新卒」のほかに、「専門業

務以外の周辺業務を任せられる人材」や「シニア世代」が多く挙げられている一方で、「技能実習生

等の外国人材」は、少数にとどまっています。 

 

 

 

*出典：介護人材の確保等に関する実態調査（２０２２（令和４）年度） 

4.2
1.3

4.2 7.6 26.2 53.2 3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

外国人の雇用状況

現在は雇用しており、今後も雇用する 現在は雇用しているが、今後は雇用しない

現在は雇用しているが、今後は未定 現在は雇用していないが、今後は雇用したい

現在は雇用しておらず、今後も雇用しない 現在は雇用しておらず、今後は未定

無回答

専門業務を任せられる専門職経験者または資格保持者

長期的なキャリア形成が見込める新卒または第二新卒

専門業務以外の周辺業務を任せられる人材

定年等により職場を退職したシニア世代の人材

技能実習生等の外国人材

その他

無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（％）

採用したい人材

81.9％

58.6％

27.8％

20.3％

6.3％

5.1％

2.1％

求人を募集しても求職者の絶対数が集まらない

事業所が求める人材と求職者がマッチングしない

求職者に対して魅力ある待遇・勤務条件を提示できない

採用活動を積極的に行うための人的・金銭的資源が乏しい

介護職のネガティブなイメージを払しょくできない

自社をPRするノウハウがない

事業所間の応援体制を構築できていない

その他

無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（％）

人材の確保における問題点

67.5％

43.5％

19.8％

19.0％

17.3％

11.0％

5.5％

7.6％

6.8％
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●外国人については、「現在は雇用しておらず、今後は未定」である事業所が、将来的な受け入れ先と

なり得ることを想定しながら、制度の周知も含めた先進事例の共有等、事業所がその置かれた状況

に応じて適切な人材確保戦略を立案するための支援を行うことが必要です。 

●元気高齢者や介護未経験者等に専門職以外の業務を任せられるような効果的な研修を行い、介護

職場への就労を支援するとともに、事業者においても人材確保が幅広く推進されるよう、多様な人

材の活用の方策について先進事例等の共有等を通じた支援を行うことが必要です。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

松江市総合事業訪問型サービス A 従事者養成研修 

受講者数（人） 
１０ ２０ 

先進事例等共有セミナーの開催回数 

（２０２４（令和６）年度からの累計）（回） 
２ ３ 

 

 基本施策項目の方向性 

 

 

 

 

 

 具体的な取組み 

１．【介護の入門的研修】 

●介護未経験者を主として、介護に関する基本的な知識や介護の業務に携わる上で知っておくべき

基本的な技術を学ぶ機会を設けることで、介護人材のすそ野を広げ、福祉・介護サービス事業者や

地域活動を支える人材を育成します。 

２．【松江市総合事業訪問型サービス A 従事者養成研修】 

●松江市総合事業訪問型サービス A（身体介護を含まない掃除・洗濯・食事の準備・調理等の在宅サ

ービス）に従事するために必要な知識、技能を習得する機会を設けることで、担い手の拡大を図り

ます。 

３．【ハローワーク等関係機関との連携】 

●関係機関との連携を通じ、事業所が求める仕事の内容や求められる役割を共有することで、求職

者等とのマッチングを促進し、人材の確保、さらには定着に繋げます。 

４．【外国人を含む多様な人材の導入事例の共有】 

●事業所ごとで、外国人を含む多様な人材の採用に必要な人的・金銭的資源を確保することが困難

である現状を念頭に、法令の適用に関する知識や、様々な先進事例等を共有し、事業所の人材確

保活動を支援します。 

 

  

施策の柱１０ 

【地域包括ケアを支える介護人材の確保】 
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 基本施策項目 

１１-➊ 介護職員の処遇改善 

 

 現状と課題 

●介護職員処遇改善加算＊１の松江市における事業所取得率は９７.８％（２０２２（令和４）年１１月１日

時点）です。 

●介護職員等特定処遇改善加算＊２の事業所取得率は、７４.５％（２０２２（令和４）年１１月１日時点）で

す。 

●２０２２（令和４）年１０月１日に新設された、介護職員等ベースアップ等支援加算＊３の事業所取得率

は、９１.６％（２０２２（令和４）年１１月１日現在）です。 

●事業所が処遇改善系加算を取得し、制度を有効に活用していくことにより、介護職場の安定した職

員定着につなげていくことが必要です。 

 

 

     

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

*出典：松江市介護保険課調べ（加算台帳から集計） 

介護職員処遇

改善加算Ⅰ

91.2％

介護職員処遇

改善加算Ⅱ

3.5％

介護職員処遇

改善加算Ⅲ

3.1％

介護職員処遇改

善加算取得無

2.3％

介護職員処遇改善加算取得率

（２０２２（令和４）年１１月１日）

事業所数747

介護職員等特定

処遇改善加算Ⅰ

48.9％介護職員等

特定処遇改

善加算Ⅱ

25.6％

介護職員等特

定処遇改善加

算取得無

25.6％

介護職員等特定処遇

改善加算取得率

（２０２２（令和４）年１１月１日）

事業所数747

介護職員等

ベースアップ等

支援加算取得

有
91.6％

介護職員等

ベースアップ等

支援加算取得

無
8.4％

介護職員等ベースアップ等

支援加算

（２０２２（令和４）年１１月１日）

事業所数729
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●処遇改善加算等を取得した事業所において、現場で働く方々に対し継続的に処遇が改善される取

組みとなるよう、介護サービス事業者に促していきます。 

●処遇改善加算を財源とした手当以外の処遇改善を介護サービス事業者とともに検討していきま

す。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

介護職員等特定処遇改善加算取得率（％） ７４.５ ９５.０ 

介護職員等ベースアップ支援加算を取得する

法人のうち基本給与のベースアップを実施す

る法人の割合（％） 

８６.３ ９５.０ 

 

 基本施策項目の方向性 

 
 

 具体的な取組み 

１．【国へのアプローチ】 

●中核市市長会等を通じ、介護報酬制度を通じた処遇改善策について国へ働きかけるとともに各種

支援を要望します。 

２．【（公財）介護労働安定センター＊４の活用】 

●（公財）介護労働安定センターと連携を図り、雇用管理の改善、介護職員の処遇改善、労働環境の

改善に取組みます。 

３．【介護職員等特定処遇改善加算の取得率強化】 

●保険者として、介護報酬上の介護職員等特定処遇改善加算の未取得事業所の取得促進に取組み

ます。 

 

*１ 介護職員処遇改善加算：介護報酬への加算制度。「職位、職責に応じた任用要件と賃金体系を整備」、「資質向上のための研修機会

の確保」「経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み等」に加え、「労働環境の改善」の要件を満たすことで取得できる。基本給

の上乗せの他、一時金としての支給も可能。 

*２ 介護職員等特定処遇改善加算：介護職員処遇改善加算から更なる処遇改善を行うための加算制度。経験、技能のある介護職員に

特化して加算される。 

*３ 介護職員等ベースアップ等支援加算：２０２２（令和４）年１０月から新設された加算制度。介護職員処遇改善加算を取得し、加算額

の２/３は職員の「基本給」又は「毎月支払われる手当」の引き上げに使用されることが要件。 

*４ （公財）介護労働安定センター：「介護労働者の雇用管理の改善」、「能力の開発・向上」、「その他の福祉の向上」等を目的に総合的

支援を行う機関。１９９２（平成４）年、厚生労働省から「介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律」に基づく法人として指定。 

施策の柱１１ 

【介護人材の育成・定着に向けた職場づくり】 
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 基本施策項目 

１１-❷ 介護職員のキャリアアップ支援 

 

 現状と課題 

●介護人材の確保等に関する実態調査（２０２２（令和４）年度）によると、人材育成・定着の問題点とし

て、「職員が求める報酬を支払えない」「職員の負担軽減のための取組みを行う余裕がない」に次い

で「職員の教育や研修の機会を確保できない」ことが多く挙げられています。 

●人材育成・定着のために必要だと思う行政の支援は、「介護報酬の見直し」が最も多く、次いで「職員

の資格取得のための補助金等の助成制度の創設」となっており、人材育成・定着のために資格取得

等によるスキルアップが必要であることは認識しているものの、十分な取組みに至っていない現状

があるものと考えられます。 

 

 
 

 
*出典：介護人材の確保等に関する実態調査（２０２２（令和４）年度） 

 

 

 

職員が求める報酬を支払えない

設備投資や介護助手の採用等職員の負担軽減のための取組みを行う余裕がない

職員の教育や研修の機会を確保できない

職員の人間関係や希望に配慮した配置転換が難しい

職員が困った時に相談できる担当者や窓口等を職場内に設置していない

その他

無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（％）

人材の育成・定着における問題点

45.6％

29.5％

27.0％

25.7％

5.1％

8.0％

16.9％

介護報酬の見直し

職員の資格取得のための補助金等の助成制度の創設

労働環境の改善に取組む事業所への補助金等の助成制度の創設

介護ロボット ICTの設備導入のための補助金等の助成制度の創設

職員のスキルアップのためのセミナーの開催

事業者間の職員同士の交流会の開催

職員が困った時に相談できる窓口等の設置

労働条件の改善のための管理職向けのセミナーの開催

その他

無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（％）

人材の育成・定着のために必要だと思う行政の支援

84.0％

51.5％

41.8％

28.3％

26.2％

19.8％

16.5％

15.2％

4.6％

3.4％
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●高度な知識やスキルが求められる職業である介護職の育成・定着には、キャリアパスや成長の機会

の提供を通じて、職員が自身の成長を実感し、モチベーションを向上させることのできる仕組みを、

地域を挙げて整えることが必要です。 

●今日、DX（デジタルトランスフォーメーション）は、あらゆる業界において取組みの必要が認識され

ており、介護の分野においても例外ではありません。テクノロジーを使った効率的な介護や、エビデ

ンスやデータ分析に基づいた科学的介護を推進するためには、キーパーソンとなって事業所をけん

引する介護職員の育成が必要です。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

アセッサー*１講習修了者数（２０２３(令和５)年度からの累

計）（人） 
０ ２８ 

スマート介護士*２中級資格取得者数（２０２３(令和５)年度

からの累計）（人） 
０ ２８ 

 

 基本施策項目の方向性 

 

 

*１ アセッサー： 介護プロフェッショナルキャリア段位制度*３において、所属する事業所又は施設内の介護職員のキャリアアップを推

進し、支援するため、当該介護職員の評価を行うもの。 

*２ スマート介護士： 介護ロボット・ICT 機器を効果的に活用し、介護現場での適切な運用をするための専門性を兼ね備えた、介護

の質の向上と効率化を図ることのできる介護士をいう。 

*３ 介護プロフェッショナルキャリア段位制度： 介護福祉士の資格取得又は実務者研修、介護職員初任者研修の終了等を通じて「わ

かる（知識）」を評価しつつ、「できる（実践的スキル）」の能力評価を重点的に実施するために厚生労働省の実施する介護職員資質

向上促進事業の一環として運用される制度。 

 

 

 具体的な取組み 

１．【キャリア段位制度等の各種資格の取得促進】 

●事業所において職員のキャリアアップを推進・支援していく役割を担うアセッサーを養成するため

に職員に講習を受けさせる事業所に対し、補助を行います。 

●ケアテック（介護ロボット・ICT 機器等）の導入に向けて、事業所における意識共有、課題設定、ケア

テックの選定・導入・評価に中心的な役割を担うスマート介護士資格を職員に取得させる事業所に

対し、補助を行います。 

２．【松江市総合事業訪問型サービス A 従事者養成研修】 

●松江市総合事業訪問型サービス A（身体介護を含まない掃除・洗濯・食事の準備・調理等の在宅サ

ービス）に従事するために必要な知識、技能を習得する機会を設けることで、資格を有さない職員

のキャリアアップを図ります。 

施策の柱１１ 

【介護人材の育成・定着に向けた職場づくり】 
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 基本施策項目 

１１-❸ 
ICT 等の活用促進等による 

働きやすい職場づくりの推進 
 

 現状と課題 

●介護人材の確保等に関する実態調査（２０２２（令和４）年度）によると、職員が離職する主な理由と

して、「業務による精神的・肉体的負担が大きい」「職場の人間関係」が上位に挙げられています。 

●介護職場で働く職員の負担軽減のための ICT 等の利用促進について、その検討に至っていない事

業所も多く、介護サービスを受ける利用者の身体的機能の低下を抑制するために有効な手段であ

る科学的介護情報システム「LIFE」＊１の介護事業所・施設における登録率は２８.４%にとどまって

います。 

 

 

*出典：介護人材の確保等に関する実態調査（２０２２（令和４）年度） 

業務による精神的 肉体的負担が大きい

職場の人間関係

給与水準が低い

同業の他の事業所への転職

家族等身内の介護

他業種への転職

結婚や出産

勤務時間が不規則

その他

無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（％）

職員が離職する主な理由

41.4％

35.9％

32.9％

30.8％

13.9％

13.5％

12.2％

5.1％

18.6％

5.9％

職員が求める報酬を支払えない

設備投資や介護助手の採用等職員の負担軽減のための取組みを行う余裕がない

職員の教育や研修の機会を確保できない

職員の人間関係や希望に配慮した配置転換が難しい

職員が困った時に相談できる担当者や窓口等を職場内に設置していない

その他

無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 （％）

人材の育成・定着における問題点

45.6％

29.5％

27.0％

25.7％

5.1％

8.0％

16.9％

介護報酬の見直し

職員の資格取得のための補助金等の助成制度の創設

労働環境の改善に取組む事業所への補助金等の助成制度の創設

介護ロボット ICTの設備導入のための補助金等の助成制度の創設

職員のスキルアップのためのセミナーの開催

事業者間の職員同士の交流会の開催

職員が困った時に相談できる窓口等の設置

労働条件の改善のための管理職向けのセミナーの開催

その他

無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（％）

人材の育成・定着のために必要だと思う行政の支援

84.0％

51.5％

41.8％

28.3％

26.2％

19.8％

16.5％

15.2％

4.6％

3.4％
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●働きやすい職場づくりのためには、ICT等の導入・活用等の生産性向上による職員の身体的負担や

事務負担の軽減が欠かせないことから補助制度の活用促進や先進事例の共有等を通じて、取組み

を拡げていくことが必要です。 

●また、介護サービス利用者やその家族等から受けるセクシャルハラスメントやカスタマーハラスメン

トに対する対策も含め、職員が安心して働くことのできる職場づくりも介護サービス事業者共通の

課題であり、地域を挙げた課題解決の気運を高めていくことが必要です。 

●これらの取組みの推進により、将来的な経営の大規模化・協働化等の気運の醸成に繋がっていくこ

とも期待されます。 

●介護事業所・施設に「LIFE」の登録・活用を促進し、データを活用することでサービス計画作成を担

う職員の負担軽減を図ります。 

★施策目標 

指標名(単位) 
２０２２（令和４）年度 

実績値 

２０２６(令和８)年度 

目標値 

先進事例を共有する場の開催回数（２０２４（令和６）年度か

らの累計）（回） 
２ ３ 

介護事業所・施設における「LIFE」登録率(%) ２８.４ ９０.０ 
 

 基本施策項目の方向性 

 

 
*１ 科学的介護情報システム「LIFE」： ２０２１（令和３）年度から運用開始されたシステム。各介護事業所において妥当性のある指標

等を収集、蓄積し、分析することで介護現場にフィードバックする。科学的介護*２の実践が目的。 

*２ 科学的介護： エビデンス(根拠)に基づく介護サービス。介護サービスの質の改善・評価、介護の標準化が期待される。 

 具体的な取組み 

１．【先進事例の共有と導入促進】 

●介護現場の生産性向上の取組みを推進するため、介護事業所・施設を対象に、先進事例を共有す

るセミナーの開催や補助制度に関する情報提供を行います。 

●職員が安心して働くことのできる職場づくりを推進するため、法制度に関する情報提供や、人事・

労務に関するセミナー等への参加を促進します。 

２．【介護事業所・施設や介護職員同士による情報共有の促進】 

●地域を挙げた課題解決に取組む介護事業所・施設の活動に対し、先進事例の共有や行政情報の提

供等の支援を行います。 

●職場に同年代の職員数が少なく、経験の浅い若年層の職員同士が集い、関係構築や悩み相談を気

軽に行える場づくりを支援します。 

３．【「LIFE」の活用促進】 

●集団指導で「LIFE」の活用促進をテーマにした指導項目を設定し、介護事業所・施設に向け周知・

啓発を行い「LIFE」登録率のボトムアップを図ります。 

●併せて「LIFE」の活用促進について介護事業所・施設に対して説明を行い、PDCAサイクルの活用

を促進します。 

 

施策の柱１１ 

【介護人材の育成・定着に向けた職場づくり】 
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  第６章 

介護保険サービスの 
見込みと今後の方向性 
 

１．施設整備計画 

(１) 施設・居住系・地域密着型サービスの整備計画 

(２) 有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅整備状況 

２．介護サービス量の見込み 

(１) 介護サービス量（施設・居住系・在宅サービス）の見込み 

(２) 地域支援事業のサービス量の見込み 

３．今後の介護保険料の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

松江市高齢者福祉計画・ 

第９期介護保険事業計画 

２０２４-２０２６ 
(令和６年度)    (令和８年度) 

０６ 
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１．施設整備計画 
 

(１) 施設・居住系・地域密着型サービスの整備計画 

サービス区分 

第８期計画 整備状況 第９期計画 

  
２０２１           

(令和３)年度 

２０２２             

(令和４)年度 

２０２３             

(令和５)年度 
整備の方針 

総
量
規
制
対
象 

施設            

（単位：床） 

介護老人福祉施設 
計画 １,０７０ １,０７０ １,０７０ 

整備しない 
実績 １,０７０ １,０７０ １,０７０ 

介護老人保健施設 
計画 ６３７ ６３７ ６３７ 

整備しない 
実績 ５１２ ６１７ ５５８ 

介護医療院 
計画 ２８３ ２８３ ２８３ 

整備しない 
実績 ２３６ ２３６ ２８３ 

居住系             

（単位：床） 

特定施設入居者 

生活介護 

計画 ４８２ ４８２ ４８２ 
整備しない 

実績 ４８２ ４８２ ４８２ 

地域密着

型      

（単位：床） 

認知症対応型 

共同生活介護 

計画 ６１１ ６１１ ６１１ 新規整備 

１８床 実績 ６０３ ６１１ ６０２ 

地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護 

計画 １７４ １７４ １７４ 
整備しない 

実績 １７４ １７４ １７４ 

地域密着型特定施設 

入居者生活介護 

計画 ０ ０ ０ 新規整備 

２９床 実績 ０ ０ ０ 

  

地域密着

型     

（単位：人） 

小規模多機能型居宅介護 
計画 ４,４１８ ４,４３６ ４,４５４ 公募は 

行わない 実績 ３,７７２ ３,８９４ ４,０２３ 

認知症対応型通所介護 
計画 ２,３２１ ２,３４２ ２,３６３ 参入規制は 

設けない 実績 １,９２９ １,７０２ １,６９８ 

看護小規模多機能型 

居宅介護 

計画 １９４ １９８ ２０２ 参入規制は 

設けない 実績 １６ ０ ０ 

地域密着型通所介護 
計画 １３,２４０ １３,２８０ １３,３２０ 参入規制は 

設けない 実績 １２,０９２ １２,０３５ １１,９７４ 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 

計画 ０ ０ ０ 参入規制は 

設けない 実績 ０ ０ ０ 

夜間対応型訪問介護 
計画 １４９ １５５ １６２ 参入規制は 

設けない 実績 １４０ １４９ １７２ 

 

第６章 

介護保険サービスの 

見込みと今後の方向性 

松江市高齢者福祉計画・ 

第９期介護保険事業計画 

２０２４-２０２６ 
(令和６年度)    (令和８年度) 
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(２) 有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅整備状況 

区分 

第８期計画 整備状況 

  
２０２１           

(令和３)年度 

２０２２             

(令和４)年度 

２０２３             

(令和５)年度 

有料老人ホーム 

特定施設指定あり 
施設数 ５ ５ ５ 

定員数 ２８０ ２８０ ２８０ 

特定施設指定なし 
施設数 ２９ ３０ ３１ 

定員数 ８１１ ８６１ ９４１ 

サービス付き 

高齢者向け住宅 

特定施設指定あり 
施設数 ３ ３ ３ 

定員数 １５０ １５０ １５０ 

特定施設指定なし 
施設数 ３０ ３１ ３１ 

定員数 １,２９３ １,３３３ １,３３３ 

※各年度の施設数・定員数及び戸数は年度末時点のもの 
 

  
 

  
２０１１ 

(平成２３)年 

２０１２ 

(平成２４)年 

２０１３ 

(平成２５)年 

２０１４ 

(平成２６)年 

２０１５ 

(平成２７)年 

２０１６ 

(平成２８)年 
 

特養定員数 １,０３４ １,０６４ １,０９３ １,１２７ １,２３５ １,２６４  

特養申請実人数 

（松江市分） 
１,２４４ １,２２２ １,１９５ １,０１２ ９３４ ７６６  

特養待機者数 １３２ １１８ ９６ １０１ １３４ １０７  

サ高住定員数 １８５ ４２５ ５５５ ６３９ ７８１ ８０７  

有料老人ホーム 

定員数 
４３４ ６０５ ５８８ ６９２ ７７３ ８４８  

 

  
２０１７ 

(平成２９)年 

２０１８ 

(平成３０)年 

２０１９ 

(令和元)年 

２０２０ 

(令和２)年 

２０２１ 

(令和３)年 

２０２２ 

(令和４)年 

２０２３ 

(令和５)年 

特養定員数 １,２６４ １,２６４ １,２６４ １,２６４ １,２４４ １,２４４ １,２４４ 

特養申請実人数 

（松江市分） 
７４３ ７７７ ７０７ ６５４ ６０２ ５８６ ４３４ 

特養待機者数 ８６ ９５ ８１ ７３ ６９ ６８ ４５ 

サ高住定員数 ９６０ ９６０ １,２０６ １,２５６ １,４４３ １,４８３ １,４８３ 

有料老人ホーム 

定員数 
８８９ １,０４０ １,１４７ １,０８１ １,０９１ １,１４１ １,２２１ 

 

*１ 特養：特別養護老人ホームの略称 

*２ サ高住：サービス付き高齢者向け住宅の略称 

*３ 待機者数は自宅待機でかつ要介護４・５のうち、高齢者単独世帯+高齢者のみ世帯の計  

0

200
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600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

2011

(平成23)年
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(平成24)年

2013

(平成25)年

2014

(平成26)年

2015

(平成27)年

2016

(平成28)年

2017

(平成29)年

2018

(平成30)年

2019

(令和元)年

2020

(令和2)年

2021

(令和3)年

2022

(令和4)年

2023

(令和5)年

（人） 特養*１・サ高住*2・有料老人ホーム定員数等の状況

特養申請実人数（松江市分） 特養待機者数 特養定員数
サ高住定員数 有料老人ホーム定員数

*3
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２．介護サービス量の見込み 
 

(１) 介護サービス量（施設・居住系・在宅サービス）の見込み 

 

介護給付費の見込み(単位：千円) 
202１ 

(令和３)年度 

202２ 

(令和４)年度 

202３ 

(令和５)年度 

202４ 

(令和６)年度 

202５ 

(令和７)年度 

202６ 

(令和８)年度 

(1)居宅サービス 7,078,476 6,811,804 6,726,273 6,823,179 6,932,576 7,039,294 

  

①訪問介護 1,954,600  1,924,512  1,928,546  1,969,143  2,021,325  2,060,342  

②訪問入浴介護 35,486  29,587  24,153  25,534  26,224  26,915  

③訪問看護 545,783  511,345  484,368  493,521  505,073  514,273  

④訪問リハビリテーション 86,496  93,793  107,620  107,856  110,233  111,387  

⑤居宅療養管理指導 74,999  73,695  77,389  79,546  80,810  82,662  

⑥通所介護 1,865,242  1,685,971  1,599,706  1,621,184  1,622,798  1,640,555  

⑦通所リハビリテーション 453,867  424,351  436,960  439,255  447,843  453,321  

⑧短期入所生活介護 425,812  419,895  400,754  404,505  409,924  417,929  

⑨短期入所療養介護(老健) 87,219  103,928  83,004  83,820  85,453  88,156  

⑩短期入所療養介護(病院等) 1,220  973  964  964  964  964  

⑪短期入所療養介護(介護医療院) 8,367  5,562  2,885  2,885  2,885  2,885  

⑫特定施設入居者生活介護 903,395  897,934  916,497  922,679  933,725  941,159  

⑬福祉用具貸与 583,609  593,360  593,363  598,955  611,987  623,907  

⑭特定福祉用具販売 22,703  21,508  21,701  22,563  22,563  22,996  

⑮住宅改修 29,678  25,390  48,363  50,769  50,769  51,843  

(2)地域密着型サービス 4,347,106 4,353,901 4,400,963 4,601,547 4,724,347 4,777,899 

  

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 3,518  4,061  1,728  4,981  4,981  4,981  

②夜間対応型訪問介護 289,545  306,716  372,728  387,296  393,666  395,214  

③認知症対応型通所介護 208,996  177,574  153,025  156,279  159,863  159,863  

④小規模多機能型居宅介護 672,598  706,576  740,727  745,814  763,145  770,064  

⑤認知症対応型共同生活介護 1,769,390  1,755,541  1,703,454  1,806,897  1,891,316  1,922,653  

⑥地域密着型特定施設入居者生活介護 0  0  0  69,274  69,274  69,274  

⑦地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 546,590  552,362  555,448  555,449  555,449  555,449  

⑧看護小規模多機能型居宅介護 7,879  0  0  0  0  0  

⑨地域密着型通所介護 848,590  851,071  873,853  875,557  886,653  900,401  

(3)居宅介護支援 828,376  821,295  782,917  785,672  797,119  810,229  

(4)介護保険施設サービス 5,415,833 5,504,543 5,787,738 6,048,331 6,088,951 6,138,664 

  

①介護老人福祉施設 3,011,377  2,977,364  3,020,852  3,168,019  3,192,913  3,222,184  

②介護老人保健施設 1,477,010  1,602,252  1,876,629  1,876,629  1,876,629  1,876,629  

③介護医療院 924,346  924,886  890,257  1,003,683  1,019,409  1,039,851  

④介護療養型医療施設 3,100  41  0     

介護給付合計 17,669,791 17,491,543 17,697,891 18,258,729 18,542,993 18,766,086 
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予防給付費の見込み(単位：千円) 
202１ 

(令和３)年度 

202２ 

(令和４)年度 

202３ 

(令和５)年度 

202４ 

(令和６)年度 

202５ 

(令和７)年度 

202６ 

(令和８)年度 

(1)介護予防サービス 535,434 557,116 577,070 593,034 598,843 611,265 

  

  

①介護予防訪問入浴介護 0  0  0  0  0  0  

②介護予防訪問看護 113,073  108,981  92,941  94,142  95,583  97,584  

③介護予防訪問リハビリテーション 38,372  41,056  46,101  47,560  47,867  48,750  

④介護予防居宅療養管理指導 5,796  7,315  6,713  7,217  7,217  7,217  

⑤介護予防通所リハビリテーション 126,831  124,049  126,492  128,482  130,020  132,825  

⑥介護予防短期入所生活介護 12,469  15,400  26,045  26,855  26,855  27,995  

⑦介護予防短期入所療養介護(老健) 1,264  2,036  0  0  0  0  

⑧介護予防短期入所療養介護(病院) 0  0  0  0  0  0  

⑨介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 0  0  0  0  0  0  

⑩介護予防特定施設入居者生活介護 53,966  58,284  53,083  54,321  54,321  56,308  

⑪介護予防福祉用具貸与 141,786  160,667  165,646  168,368  170,891  174,163  

⑫特定介護予防福祉用具販売 9,411  10,489  12,873  13,854  13,854  14,188  

⑬介護予防住宅改修  32,466  28,839  47,176  52,235  52,235  52,235  

(2)地域密着型介護予防サービス  41,728 53,266 68,105 69,487 69,487 73,387 

  

①介護予防認知症対応型通所介護 3,563  3,877  3,899  4,289  4,289  4,289  

②介護予防小規模多機能型居宅介護 33,922 43,875  52,576  53,568  53,568  54,561  

③介護予防認知症対応型共同生活介護 4,243  5,514  11,630  11,630  11,630  14,537  

(3)介護予防支援 108,592  113,855  115,075  117,037  118,781  120,961  

予防給付合計  685,754 724,237 760,250 779,558 787,111 805,613 

 

介護給付＋予防給付(総給付費) 18,355,545  18,215,780  18,458,141  19,038,287  19,330,104  19,571,699  

 

その他給付費の見込み(単位：千円) 
202１ 

(令和３)年度 

202２ 

(令和４)年度 

202３ 

(令和５)年度 

202４ 

(令和６)年度 

202５ 

(令和７)年度 

202６ 

(令和８)年度 

 特定入所者介護サービス費等 487,414  413,626  410,662  479,630  485,127  491,908  

 高額介護サービス費 474,848  454,234  453,340  467,095  472,448  479,052  

 高額医療合算介護サービス費 75,940  74,949  74,414  74,930  75,789  76,848  

 審査支払手数料 25,767  25,670  25,832  25,356  25,646  26,005  

 その他給付費合計 1,063,969     968,479 964,248 1,047,011 1,059,010 1,073,813 

 

 総給付費+その他給付費 19,419,514 19,184,259 19,422,389 20,085,298 20,389,114 20,645,512 
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(２) 地域支援事業のサービス量の見込み 

 

                                                            （単位：千円） 

 
202１ 

(令和３)年度 

202２ 

(令和４)年度 

202３ 

(令和５)年度 

202４ 

(令和６)年度 

202５ 

(令和７)年度 

202６ 

(令和８)年度 

地域支援事業費    1,038,456     1,081,026     1,169,412 1,322,595  1,323,938  1,332,150  

 
包括的支援事業(社会保障充実分)        44,651         43,535         54,843 58,143  58,143  58,143  

包括的支援事業(地域包括支援センター

の運営)及び任意事業費 
     296,523       297,619       335,280 335,280  336,623  344,835  

介護予防・日常生活支援総合事業費      697,282       739,872       779,289 929,172  929,172  929,172  

 

 

3. 今後の介護保険料の見込み 

 

第９期計画期間中の介護保険料基準額（月額）は、●●●●円を見込んでおります。 

 

 

 

 

 

 

  

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期

松江市 3,140 3,460 3,980 4,200 5,085 5,848 6,343 6,554

島根県平均 2,693 3,327 4,267 4,274 5,343 5,912 6,324 6,379

全国平均 2,911 3,293 4,090 4,160 4,972 5,514 5,869 6,014

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

（円） 介護保険料の基準月額の推移

第９期計画(202４（令和６）年～２０2６（令和８)年） 
 

介護保険料基準月額 

  ●●●●円 
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第７章 

第９期計画の推進 
及び評価体制 
 

１．計画の推進体制 

２．施策の目標設定・評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

松江市高齢者福祉計画・ 

第９期介護保険事業計画 

２０２４-２０２６ 
(令和６年度)    (令和８年度) 

０７ 
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１．計画の推進体制 
   

本計画の基本理念「地域でともに支えあい いきいき暮らせるまちづくり ～誰もが支え・支えられる

持続可能な地域社会へ～」を実現するため、地域住民をはじめとする各分野のネットワーク相互間の連

携（地域包括ケアシステム）をより一層深め、計画の推進のための施策を着実に実施します。 

 

 

 

  

第７章 

第９期計画の推進 

及び評価体制 

松江市高齢者福祉計画・ 

第９期介護保険事業計画 

２０２４-２０２６ 
(令和６年度)    (令和８年度) 
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２．施策の目標設定・評価 
   

本計画では、４つの基本方針ごとに数値目標を設定し、目標達成に向けて取組みます。 

また、常に変化する状況と課題、施策の方向性を適切に評価しながら、計画推進のための施策を実施

するとともに、松江市社会福祉審議会・高齢者福祉専門分科会において、計画の進捗状況を報告し、

様々な視点からご意見をいただきながら、計画を推進します。 

 

基本方針 指標名 単位 
２０２２（令和４）年度 

実績値 
２０２６（令和８）年度 

目標値 

１．健康づくりと介護予防

の推進（健康寿命の延伸） 

要介護認定率＊１ ％ １９.６ １９.７ 

健康寿命の延伸（６５歳平

均自立期間）＊２ 
年 

女性２１.７８ 

男性１８.４３ 

女性２２.０５ 

男性１８.７２ 

２．多様なニーズに対応し

た介護サービスの提供 
住みやすさの実感割合＊３ ％ ８１.５ ９０.０ 

３．認知症施策の推進 
認知症に関する相談窓口

を知っている方の割合＊４ 
％ ２７.２ ５０.０ 

４．介護人材の確保 介護職員の充足率＊５ ％ １０.３ １５.０ 

 

*１ 第１号被保険者に対する要介護認定者数の割合。 

*２ ６５歳から数えて、介護を必要とせず、自立して健康で生活できる期間/年。２０２２（令和４）年度実績は２０１９（令和元）年～２０２１

（令和３）年の３年平均値。２０２６（令和８）年度目標値は２０２３（令和５）年～２０２５（令和７）年の３年平均値。 

*３ 「松江市総合計画(MATSUE DREAMS ２０３０)」まちづくりのための市民アンケートで１８歳以上の松江市民のうち、松江市は住

みやすいと答えた方の割合。 

*４ 松江市「高齢者の生活に関するアンケート（２０２２（令和４）年度調査）」*６において、認知症に関する相談窓口を知っている方の割合。 

*５ ハローワーク松江における新規求人数に対する就職件数の割合。 

*６ 松江市「高齢者の生活に関するアンケート（２０２２（令和４）年度調査）」(介護予防・日常生活圏域ニーズ調査)：本調査は今後の高齢

者福祉サービスや健康づくりの方策を検討するために、日頃の生活や介護の状況、サービスの利用意向等の実態を把握することを目的

として実施したもの。  
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資料編 
 

１．各種調査の結果 

(１) 高齢者の生活に関するアンケート               

(介護予防・日常生活圏域ニーズ調査) 

(２) 在宅介護実態調査 

(３) 在宅生活改善調査 

(４) 居所変更実態調査 

(５) 介護人材の確保等に関する実態調査 

２．松江市社会福祉審議会・ 

高齢者福祉専門分科会 

(１) 策定経過 

(２) 委員名簿 

 

松江市高齢者福祉計画・ 

第９期介護保険事業計画 

２０２４-２０２６ 
(令和６年度)    (令和８年度) 
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１．各種調査の結果 
 

 

(１) 高齢者の生活に関するアンケート        

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

 

①調査の概要 

ア 調査の目的 

本調査は、２０２４（令和６）年度から２０２６（令和８）年度までの「松江市高齢者福祉計画・第９期

介護保険事業計画」を策定するにあたり、今後の高齢者福祉サービスや健康づくりの方策を検討す

るために、日頃の生活や介護の状況、サービスの利用意向等の実態を把握することを目的として実

施しました。 

 

イ 調査の対象 

松江市在住で６５歳以上の高齢者８,６００人を無作為抽出しました。 

（対象：一般高齢者、介護予防・日常生活支援総合事業対象者、要支援１ ２の方） 

 

ウ 調査の期間 

２０２２(令和４)年１１月２４日～１２月２０日 

 

エ 調査の手法 

郵送による配布・回収 

 
オ 回収数・回収率 

有効回収数 ６,６６４人 

回収率  ７７.５％ 

 

②調査結果 

（１） 【介護・介助の状況】 

●介護・介助が必要になった原因について、全体では「高齢による衰弱」、「骨折・転倒」が２割を超えて多

くなっています。いずれも年齢が上がるにつれて割合が高くなっていますが、前期高齢者では介護保

険新規申請の原因疾病に多い「脳卒中（脳出血・脳梗塞等）」や、「糖尿病」等生活習慣病の割合が高く

なっていることから、壮年期から生活習慣病の予防が重要です。 

●要支援１・２に該当する方のうち介護・介助が必要になった原因は、「骨折・転倒」が約３割を占めてお

り、自宅でも簡単にできる体操やウォーキング等適度な運動を心がけ転ばない体づくりが必要となっ

ています。 

資料編 

調 査

１ 

松江市高齢者福祉計画・ 

第９期介護保険事業計画 

２０２４-２０２６ 
(令和６年度)    (令和８年度) 
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介護・介助が必要になった主な原因(全員) 

 
 

介護・介助が必要になった主な原因（上位５位）×年代 

 
 

介護・介助が必要になった主な原因(上位５位)×介護度別 

 

 

(２) 【からだを動かすことについて】 

●運動器の機能低下のリスク該当者をみると、男性より女性に多く、年齢が上がるにつれて該当者が増

加しています。 

●過去１年間に転んだ経験があると答えた方は、７５歳～７９歳では約３割を占めています。また、外出

を控えている理由では、足腰等の痛みが最も多くなっており、さらなるフレイル予防の取組みが必要

と考えられます。 
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(３) 【食べることについて】 

●咀嚼機能、嚥下機能等の口腔機能の低下リスク該当者は全体では約２割となっています。また、自分

の歯が２０本以上ある方は、８０～８４歳で３４.７％であるのに対し、８５～８９歳では２６.３％、９０歳

以上では１７.２％に留まっています。 

●６か月間で２～３Kg 以上の体重減少があった方は全体の１割程度となっていますが、介護の必要性

が高まるにつれて割合が多くなる傾向がみられ、要支援１・２では２割を超えています。 

 

(４) 【毎日の生活について】  

●認知機能の低下リスク該当者（物忘れが多いと感じる方）は全体で約４割となっており、特に８５歳以

上では５割を超えています。一般高齢者では約４割、総合事業対象者では約５割、要支援１・２で約６割

と介護の必要性が高まるにつれて該当率が高くなっています。 

 

日常生活で「いいえ」「していない(できるけどしていない＋できない)」 

「思いつかない」と回答した人の割合 

 

 

(５) 【地域での活動・たすけあいについて】  

●地域活動について、収入のある仕事に週１回以上参加している方は２割以上と比較的多くなっていま

す。一方で、からだ元気塾やなごやか寄り合い等の介護予防のための通いの場については、参加意向

は高いものの実際に参加している方は約１割となっています。 

●家族・友人以外で相談する相手について、６割の方は相談先を持っており、総合事業対象者・要支援

１・２では「ケアマネジャー」が最も多く、次いで、「医師・歯科医師・看護師」、「地域包括支援センター・

役所」の順となっています。 

 

(６) 【健康について】 

●現在治療中、または後遺症のある病気について、「高血圧」が最も多く、介護の必要性が高まるにつれ

て、「高血圧」を含む生活習慣病が上位を占めています。 

●認知症の危険因子の１つと言われている喫煙状況をみると、「ほぼ毎日吸っている」と答えた方は、男

性が女性の約６倍を占めています。 
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バスや電車を使って１人で外出

自分で食品・日用品の買い物

自分で食事の用意

自分で請求書の支払い

自分で預貯金の出し入れをしていない

年金などの書類の記載

新聞を読む

本や雑誌を読む

健康についての記事や番組に関心がある

友人の家を訪ねる

家族や友人の相談に乗っている

病人を見舞う

若い人に自分から話しかける

趣味はあるか

生きがいはあるか
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(７) 【認知症にかかる相談窓口の把握について】  

●認知症について、自身や家族に症状がある方は１割未満となっていますが、認知症に関する相談窓口

を知っている方は約３割に留まっています。 

●認知機能の低下リスク該当者が全体で約４割を占めていることから、既に認知機能が低下しており、

認知症について不安を抱えていながらも、相談先を知らない方も多くいることが考えられます。今後、

認知症高齢者が増加することが予測される中、相談先の周知に努める必要があります。 

 

(８) 【その他について】 

●人生の最終段階の医療・療養について、ご家族等や医療介護関係者等と話し合ったことがある方は全

体の３割以下に留まっています。団塊の世代が７５歳以上となる２０２５（令和７）年に向け、本人・家族

が選択し、自らが希望する生活を実現するために、人生の最期について考えるエンディングノートやＡ

ＣＰ（人生会議）の普及が重要となります。 

●市が実施している高齢者に対するサービスや事業について、知っているものは「なごやか寄り合い」が

約４割、「からだ元気塾」が約２割、その他の項目は１割前後となっています。また、参加したい又はや

ってみたいと思う、市が実施している高齢者に対するサービスや事業も「なごやか寄り合い」「からだ

元気塾」が上位を占めていることから、さらなる周知や活動支援が必要と考えられます。 
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➂前回調査（２０２０(令和２)年１月実施）との比較 

ア 【リスク】 

●「転倒リスク」「認知機能の低下リスク」については前回調査より今回調査の割合が減少しました。 

●「閉じこもりリスク」については前回調査より今回調査の割合が２.１ポイント増加しました。 

 

リスクの割合(全体) 

 

 

イ 【主観的健康感・主観的幸福感】 

●現在の健康状態を「よい（とてもよい＋まあよい）」と回答した方は前回調査より、今回調査が２.３ポイ

ント増加しました。 

●また、現在の幸福度が８点以上の方は前回調査より、今回調査が０.８ポイント増加しました。 

 

現在の健康状態を「よい（とてもよい＋まあ

よい）と回答した人の割合」(全体) 

 

 

 

 

現在の幸福度が 

８点以上の人の割合(全体) 
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前回調査（n=6,142） 今回調査（n=6,664）
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【参考】 

 

➊運動器の機能低下リスク 

以下の設問に対して５問中３問以上該当する場合は、運動器機能の低下している高齢者となります。 

設問 選択肢 

階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか できない 

椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか できない 

１５分位続けて歩いていますか できない 

過去１年間に転んだ経験がありますか 何度もある／１度ある 

転倒に対する不安は大きいですか とても（やや）不安である 

 

➋口腔機能の低下リスク 

以下の設問に対して３問中２問以上該当する場合は、口腔機能の低下している高齢者となります。 

設問 選択肢 

【咀 嚼 機 能 低 下】半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか はい 

【嚥 下 機 能 低 下】お茶や汁物等でむせることがありますか はい 

【肺炎発症リスク】口の渇きが気になりますか はい 

 

➌認知機能の低下リスク 

以下の設問に対して該当する場合は、認知機能の低下がみられる高齢者となります。 

設問 選択肢 

物忘れが多いと感じますか はい 

 

➍転倒リスク 

以下の設問に対して該当する場合は、転倒リスクのある高齢者となります。 

設問 選択肢 

過去１年間に転んだ経験がありますか 何度もある／１度ある 

 

➎閉じこもりリスク 

以下の設問に対して該当する場合は、閉じこもり傾向のある高齢者となります。 

設問 選択肢 

週に１回以上は外出していますか ほとんど外出しない／週１回 
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(２) 在宅介護実態調査 

 

①調査の概要 

ア 調査の目的 

要介護者の在宅生活の継続や介護者の就労継続に有効なサービスのあり方、サービス基盤整備

の方向性を検討するため、在宅で生活している要支援・要介護認定を受けている高齢者を対象とし

て認定調査員による調査を実施しました。 

 

イ 調査の対象 

松江市在住で、在宅で介護認定の更新または介護認定の変更申請をした方のうち、訪問調査実

施者６２４人（対象：要支援、要介護の方） 

 

ウ 調査の期間 

２０２２(令和４)年１１月２９日～２０２３（令和５）年２月２８日 

 

エ 調査の手法 

認定調査員による聞き取り調査 

 
オ 回収数・回収率 

有効回収数  ６２４人 

回収率  １００％ 

 

②調査結果 

（１） 【主な介護者】 

●主な介護者は「子」が最も多く、性別では男性の割合が３５%でした。 

 

主な介護者 

 

 

26.9

53.2

12.1

0.4

2.6

4.5

0.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

配偶者

子

子の配偶者

孫

兄弟・姉妹

その他

無回答

調 査

２ 
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（２） 【介護保険サービス】 

●介護保険サービスを利用している方は８２.９％でした。 

●利用していない方の理由は「現状ではサービスを利用するほどの状態ではない」「本人にサービス利

用の希望がない」でした。 

 

介護保険サービスを利用していない理由 

 

 

（３） 【「在宅介護者の施設検討の状況」と「今後の在宅生活継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護」】 

●在宅で介護を受けている方の施設等検討状況(介護度別)をみると、施設ニーズの高い要介護３以上

の方で「検討中」、「申請済み」の方が５２.７％、「検討していない」方が４７.３％となっています。 

●介護の必要性が低いうちは、在宅で介護を受ける意向が高い傾向があります。在宅生活を継続する

意向がある方への在宅生活継続に向けた支援の検討が必要と考えられます。 

 

認定該当状況別の在宅で介護を受けている方の施設等の検討の状況 

 

 

 

 

 

 

41.5

36.8

6.6

0.9

1.9

1.9

6.6

1.9

14.2

4.7

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

現状では、サービスを利用するほどの状態ではない

本人にサービス利用の希望がない

家族が介護をするため必要ない

以前、利用していたサービスに不満があった

利用料を支払うのが難しい

利用したいサービスが利用できない、身近にない

住宅改修、福祉用具貸与・購入のみを利用するため

サービスを受けたいが手続きや利用方法が分からない

その他

無回答

89.6

72.7

47.3

7.8

18
24.8

2.6
9.4

27.9

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

要支援１・２(n=230) 要介護１・２(n=256) 要介護３以上(n=129)

検討していない 検討中 申請済み
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●在宅で介護を主に行っている介護者が介護に感じる不安要因は、「認知症状への対応」をはじめ、「排

泄」、「入浴・洗身」、「移動」、「外出の付き添い」等、生活機能への介助に不安を抱えています。 

●これらは介護者不安の側面からみた場合の在宅生活継続を諦めざるを得ない要素となりえるため、

これらに係る介護不安をいかに軽減していくかが在宅生活継続のポイントになると考えられます。 

 

主な介護者が不安に感じる介護 

 

 

（４） 【主な介護者の就労状況と継続見込み】 

●主な介護者の勤務形態を見ると、約４５%の方がフルタイム、またはパートタイム勤務でした。就労状

況別の就労継続見込みをみると、「フルタイム勤務」「パートタイム勤務」いずれも約８割は在宅介護を

続けていくことができると答えています。 

 

就労状況別の就労継続見込み 

 

 

23.5

24.9

4.3

24.9

4.9

4.3

18.6

19.2

7.7

30.2

3.4

9.5

6.9

4.3

4.0

12.8

7.9

4.0

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

35.4 34.7
46.5 51.4

4.2 6.9
2.1 1.4

11.8
5.6

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

フルタイム勤務(n=144) パートタイム勤務(n=72)

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい

わからない
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（５） 【訪問診療の利用割合】 

●訪問診療を利用している方は、介護の必要性が高くなるにつれて利用率は高くなる傾向があり、要支

援１では３.７％、要介護１では２０.９％となっていましたが、要介護３では４２.２％と大幅に高くなり、

要介護５では５７.１％を占めています。 

●中重度の要介護者の増加に伴い、「介護と医療の両方のニーズを持つ在宅療養者」の増加も予測され

ることから、適切なサービス提供体制を確保していくことが重要な課題であるといえます。 

 

認定該当状況別の訪問診療の利用状況 

 

 

 

 

 

  

3.7
5.7

20.9 17.5

42.2 47.4
57.1

96.3 94.3

79.1
82.5

57.8 52.6
42.9

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

要支援１

(n=108)

要支援２

(n=122)

要介護１

(n=153)

要介護２

(n=103)

要介護３

(n=64)

要介護４

(n=38)

要介護５

(n=28)

利用している 利用していない
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(３) 在宅生活改善調査 

 

①調査の概要 

ア 調査の目的 

在宅で生活するうえで必要な資源、環境、又は現在のサービスでは在宅での生活の維持が困難

となる要因を把握し、地域に不足する介護サービス等を検討することを目的とするものです。 

 

イ 調査の対象 

松江市内の居宅介護支援事業所８２事業所 

 

ウ 調査の期間 

２０２３(令和５)年１月１８日～２月８日 

 

エ 調査の手法 

メールによる送信・回収 

 
オ 回収数・回収率 

有効回収数 ６３事業所 

回収率      ７６.８％ 

 

 

② 調査結果 

(１) 【自宅等から居場所を変更した方の状況】 

●過去１年間に自宅等から居場所を変更したのは９４２人で、要介護度別にみると要介護１が２３.８%で

最も多く、要介護１～５が８８.０％となっています。 

 

(２) 【現在のサービス利用では生活の維持が難しくなっている方の状況】 

●現在のサービス利用で自宅等での生活の維持が難しくなっている方は、女性や８５歳以上、高齢者の

みの世帯に多くみられます。現在の生活を維持するために利用している介護保険サービスは、自宅に

比べ、住宅型有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅・軽費老人ホームにおいて訪問系サービ

スや福祉用具貸与等の利用の割合が多くみられます。 

 

  

調 査

３ 
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「認知症の症状の悪化」の具体的な内容 

（要介護度別、複数回答） 

「必要な身体介護」の具体的な内容 

（要介護度別、複数回答） 

12.5 

29.2 

33.3 

33.3 

41.7 

33.3 

20.8 

16.7 

25.0 

12.5 

16.7 

12.5 

0% 20% 40% 60% 80%

家事に支障がある

一人での外出が困難

薬の飲み忘れ

金銭管理が困難

意欲の低下

徘徊がある

暴言 暴力などがある

強い介護拒否がある

深夜の対応

近隣住民等との     

その他

無回答

要介護3～要介護5(n=24)

生活の維持が難しくなっている理由 

（本人の状態に属する理由） 

（要介護度別、複数回答） 

生活の維持が難しくなっている理由 

（家族等介護者の意向・負担等に属する理由） 

（要介護度別、複数回答） 

 

(３) 【自宅等での生活の維持が難しくなっている理由】  

●自宅等での生活の維持が難しい理由は、認知症の症状の悪化や必要な身体介護の増大が多く、介護

者の介護に係る不安・負担量の増加等も大きな理由となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●認知症の症状悪化の具体的な内容では、要支援１～要介護２の場合 IADL（手段的日常生活動作）の

困難さがあり、要介護３～要介護５の場合、意欲の低下や徘徊、暴言・暴力等 BPSD（心理・行動症状）

への対応が求められています。 

●必要な身体介護では、全ての介護度で排泄（日中・夜間）への対応が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

  

44.0 

47.5 

53.7 

15.4 

25.1 

5.8 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80%

必要な生活支援の

発生・増大

必要な身体介護の増大

認知症の症状の悪化

医療的  ・医療処置の

必要性の高まり

その他、本人の状態等の悪化

本人の状態等の改善

該当なし

合計(n=259)

52.9 

9.7 

32.0 

14.3 

10.0 

23.6 

18.9 

13.1 

6.9 

0% 20% 40% 60% 80%

介護者の介護に係る

不安 負担量の増大

介護者が 一部の居宅

     の利用を望まないから

家族等の介護等技術

では対応が困難

費用負担が重いから

家族等の就労継続が

困難になり始めたから

本人と家族等の関係性に

課題があるから

その他 家族等介護者の

意向等があるから

該当なし

無回答

合計(n=259)

44.0 

56.0 

22.7 

61.3 

48.0 

48.0 

32.0 

9.3 

8.0 

0% 20% 40% 60% 80%

見守り 付き添い

移乗 移動

食事摂取

排泄(日中)

排泄(夜間)

入浴

更衣 整容

その他

無回答

要支援1～要介護2(n=75)
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(４) 居所変更実態調査 

 

①調査の概要 

ア 調査の目的 

過去１年間の新規入居・退去の流れや退去の理由等を把握することで、住み慣れた住まい等で暮

らし続けるために必要な機能等を検討することを目的とするものです。 

 
イ 調査の対象 

松江市内の介護保険事業所１５９事業所 

(サービス付き高齢者向け住宅、住宅型有料老人ホーム等を含む) 

 

ウ 調査の期間 

２０２３(令和５)年１月１８日～２月８日 

 

エ 調査の手法 

Web 回答・回収 

 
オ 回収数・回収率 

有効回収数 １００事業所 

回収率      ６２.９％ 

 

 

 

② 調査結果 

(１) 【入居・入所の経緯】 

●自宅（市内）から入居・入所した理由をみると、第１位は「家族は仕事をしている等、介護の時間が十分

にとれない」、第２位は「家族は高齢や体が弱い等、十分な介護ができない」、第３位は「家族がいない」

となっています。 

●施設等への入居・入所を勧めた方を見ると、全体では当時の担当ケアマネジャーが約３割で最も多く、

暮らす場所として施設等への入居・入所を選択する際のケアマネジャーの関わりが大きくなっていま

す。要介護者の状況によって医療的ケア・処置が必要な場合には、医療機関との連携が不可欠となっ

てきます。 

 

 

 

 

調 査

４ 
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居所変更した理由（順位不問、複数回答） 

(２) 【居所変更の状況】 

●施設等での看取りができているのは退居・退所者全体の５割弱となっており、特別養護老人ホームや

地域密着型特別養護老人ホームに多くみられます。施設等から居所変更している場合、死亡以外に居

所を変更しているのは、軽費老人ホームの自宅や介護老人保健施設を除き、多くの施設等でその他の

医療機関となっており、医療的ケア・処置の必要性が高まることによって、暮らす場所を移らざるを得

ない場合が多くなっていると考えられます。 

 

（３） 【居所変更した理由】 

●施設等に暮らしている場合でも居所変更をした理由として、医療的ケア・処置の必要性の高まりが最

も多く、次いで状態像の悪化、必要な身体介護の発生・増大によって、居所変更をしている場合がみら

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 【受けている医療処置別の入所・入居者数】 

●施設等で医療的ケア・処置が必要となる場合が増加しております。医療的ケア・処置は「喀痰吸引」「経

管栄養」のほか多岐に渡っています。看取り（終末期）を施設等で行う人数も増加がみられ、安心して

暮らすことのできる場所として施設が担う役割が重要かつ多様化していることを踏まえて、その支援

体制を強化することが求められます。 

  

7 

30 

14 

86 

41 

14 

3 

29 

70 

0人 10人 20人 30人 40人 50人 60人 70人 80人 90人 100人

必要な支援の発生・増大

必要な身体介護の発生・増大

認知症の症状の悪化

医療的ケア・医療処置の必要性の高まり

上記以外の状態像の悪化

状態等の改善

必要な居宅サービスを望まなかったため

費用負担が重くなった

その他

合計（n=100）



 

110 

第
１
章 

 

第
２
章 

高
齢
者
の
現
状 

第
３
章 

 

第
４
章 

 

計
画
策
定
に 

あ
た
っ
て 

第
８
期
計
画
の 

取
組
み
の
評
価 

第
９
期
計
画
の 

基
本
方
針 

第
５
章 

推
進
の
た
め
の
施
策 

第
６
章 

 

第
７
章 

 

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の 

見
込
み
と
今
後
の
方
向
性 

第
９
期
計
画
の 

推
進
及
び
評
価
体
制 

資
料
編 

 

 

(５) 介護人材の確保等に関する実態調査 

 

①調査の概要 

ア 調査の目的 

松江市内の介護現場における人材確保の実態や就労動向等を把握し、介護人材の確保・育成・定

着に向けて今後求められる施策等を検討するための基礎資料とすることを目的に、市内の介護サ

ービス施設・事業所等を対象としたアンケート調査を実施しました。 

 

イ 調査の対象 

松江市内で介護保険サービスを提供する事業所５１５事業所 

 

ウ 調査の期間 

２０２２(令和４)年１２月９日～２０２３（令和５）年１月２２日 

 

エ 調査の手法 

Web 調査（メール配信、Web にて回答） 

 
オ 回収数・回収率 

有効回収数 ２３７事業所 

回収率 ４６.０％ 

 

 

 

  

調 査

５ 
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②調査結果 

(１) 【人材の確保】 

●人材確保の問題点として、「募集しても求職者の絶対数が集まらない」ことや、「事業所が求める人材

と求職者がマッチングしない」ことが多く挙げられています。 

●人材確保のために必要だと思う行政の支援は、「介護報酬の見直し」が最も多くなっています。次いで、

「介護職のイメージアップ」、「求職者や介護に関心がある人向けのセミナー・研修」、「中高生向けの出

前授業や職場体験の開催」が多く挙げられています。介護職として働くことで感じられるやりがいや

実際に働いている職員の魅力を伝える取組みを通して、中高生等の若い世代の介護職への興味・関

心が高まるよう働きかけるとともに、セミナーや研修の場で仕事の内容や求められる役割を適切に伝

えることにより、人材の確保とその後の定着に繋げることが期待されていると考えられます。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人材の確保における問題点  人材の確保のために必要だと思う行政の支援 

67.5 

43.5 

19.8 

19.0 

17.3 

11.0 

5.5 

7.6 

6.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

求人を募集しても求職者の

絶対数が集まらない

事業所が求める人材と

求職者がマッチングしない

求職者に対して魅力ある

待遇・勤務条件を提示できない

採用活動を積極的に行うための

人的・金銭的資源が乏しい

介護職のネガティブな

イメージを払しょくできない

自社をPRするノウハウがない

事業所間の応援体制を

構築できていない

その他

無回答

全体（n=237）

86.5 

32.9 

24.9 

24.5 

13.1 

11.4 

11.4 

6.3 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護報酬の見直し

動画や冊子等の制作による

介護職のイメージアップ

入門的研修のような求職者や

介護に関心がある人向けの

セミナー・研修の開催

中高生向けの出前授業や

職場体験の開催

事業所間の応援体制の

構築支援

採用担当者向けのセミナーの開催

認証評価制度の導入

その他

無回答

全体（n=237）
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(２) 【人材の育成・定着】 

●人材育成・定着の問題点として、「職員が求める報酬を支払えない」ことが最も多く、次いで、「職員の

負担軽減のための取組みを行う余裕がない」ことや、「職員の教育や研修の機会を確保できない」こと

が多く挙げられています。 

●人材育成・定着のために必要だと思う行政の支援は、「介護報酬の見直し」が最も多くなっています。

次いで「職員の資格取得のための補助金等の助成制度の創設」が多くなっているのは、人材育成・定

着のために資格取得等によるスキルアップが必要であることは認識しているものの、コスト面がネッ

クとなって十分な取組みに至っていないためと考えられます。また、施設（入所）系事業所では、「介護

ロボット・ＩＣＴの設備導入のための補助金等の助成制度の創設」が多く挙げられており、育成・定着の

ための支援として職員の負担軽減のニーズが高まっているものと考えられます。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人材の育成・定着における問題点      人材の育成・定着のために必要だと思う行政の支援 

45.6 

29.5 

27.0 

25.7 

5.1 

8.0 

16.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員が求める報酬を支払えない

設備投資や介護助手の採用等

職員の負担軽減のための

取組を行う余裕がない

職員の教育や研修の機会を

確保できない

職員の人間関係や希望に

配慮した配置転換が難しい

職員が困った時に相談できる

担当者や窓口等を

職場内に設置していない

その他

無回答

全体（n=237）

84.0 

51.5 

41.8 

28.3 

26.2 

19.8 

16.5 

15.2 

4.6 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護報酬の見直し

職員の資格取得のための

補助金等の助成制度の創設

労働環境の改善に取り組む事業所

への補助金等の助成制度の創設

介護ロボット・ICTの設備導入の

ための補助金等の助成制度の創設

職員のスキルアップのための

セミナーの開催

事業者間の職員同士の

交流会の開催

職員が困った時に相談できる

窓口等の設置

労働条件の改善のための

管理職向けのセミナーの開催

その他

無回答

全体（n=237）
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(３) 【外国人の雇用】 

●現在外国人を雇用しているのは全事業所の９.７％で、「現在は雇用しておらず、今後も雇用しない」と

いう事業所は２６.２％となっていますが、「現在は雇用しておらず、今後は未定」は５割を超えていま

す。 

●現在は雇用していないものの今後の雇用は未定である事業所も将来的な受け入れ先となり得ること

を想定しながら、介護分野での外国人雇用策を検討する必要があります。 

●一方で、採用したい人材では、「専門職経験者または資格保持者」「新卒または第二新卒」のほかに、

「シニア世代」や「専門業務以外の周辺業務を任せられる人材」が挙げられており、外国人のほかにも

元気高齢者や他職種からの参入等の多様な人材の活用を通じて、人材確保を推進していくことも期

待されます。 

 

 

 

 

  

58.6 

81.9 

27.8 

20.3 

6.3 

5.1 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

長期的なキャリア形成が見込める新卒または第二新卒

専門業務を任せられる専門職経験者または資格保持者

専門業務以外の周辺業務を任せられる人材

定年等により職場を退職したシニア世代の人材

技能実習生等の外国人材

その他

無回答

全体（n=237）

4.2 

3.8 

3.2 

12.5 

9.8 

2.4 

5.1 

1.3 

3.2 

2.0 

1.6 

1.7 

4.2 

2.0 

1.9 

1.6 

11.8 

16.7 

3.9 

1.7 

7.6 

4.0 

3.8 

6.5 

12.5 

11.8 

33.3 

7.9 

11.9 

26.2 

34.0 

34.6 

27.4 

11.8 

16.7 

29.1 

13.6 

53.2 

54.0 

55.8 

58.1 

62.5 

52.9 

33.3 

52.0 

59.3 

3.4 

6.0 

3.1 

6.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

（n=237）

(1)居宅介護支援事業所（n=50）

(2)在宅（訪問）系（n=52）

(3)在宅（通所）系（n=62）

(4)小規模多機能（n=8）

(5)施設（入所）系（n=51）

(6)サ高住有料（n=6）

充足率100％以上事業所

（n=127）

充足率下位25％事業所

（n=59）

現在は雇用しており、今後も雇用する 現在は雇用しているが、今後は雇用しない 現在は雇用しているが、今後は未定

現在は雇用していないが、今後は雇用したい 現在は雇用しておらず、今後も雇用しない 現在は雇用しておらず、今後は未定

無回答

外国人の雇用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採用したい人材 
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２．松江市社会福祉審議会・高齢者福祉専門分科会 
 

(１) 策定経過 

第９期計画の策定にあたっては、松江市社会福祉審議会条例（平成２９年条例第８７号）に基づく「松江

市社会福祉審議会」に設置された「高齢者福祉専門分科会」において、計６回の審議を行いました。また

パブリックコメントを実施し、広く市民の意見等も反映し計画を策定しました。 

 

年 度 月 日 主な会議等 内 容 

2022(令和４)

年度 
２月１７日 

第２回 

高齢者福祉専門分科会 

・国の社会保障審議会介護保険部会

の意見 

・第９期計画施策体系(基本理念・基

本方針) 

・策定スケジュール（案） 

2023(令和５)

年度 

５月３０日 
第１回 

高齢者福祉専門分科会 

・第８期計画の進捗状況 

・各種実態調査結果 

・第９期計画の施策体系(施策の柱、

基本施策項目) 

８月２５日 
第２回 

高齢者福祉専門分科会 

・第９期計画の構成（章立て、目次） 

・第９期計画の基本方針・基本施策項

目（具体的な取組み） 

１０月２０日 
第３回 

高齢者福祉専門分科会 

・第９期計画の推進及び評価体制 

・施設整備計画 

１１月２４日 
第４回 

高齢者福祉専門分科会 

・第８期計画の取組評価 

・介護サービス量の見込み 

・第９期計画（素案） 

・パブリックコメントの実施について 

１１月●●日～ 

１２月●●日 

パブリックコメント 

（市民意見）の募集 

市ホームページ等で第９期計画（素

案）を周知し、広く市民や関係団体か

らの意見を募集 

１月●●日 
第５回 

高齢者福祉専門分科会 

・パブリックコメントの結果及び意見

に対する市の考え方について 

・第９期計画（最終案） 

２月●●日～ 

３月●●日 
２月議会 条例改正（介護保険料改定） 
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松江市社会福祉審議会運営規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、松江市社会福祉審議会条例（平成２９年条例第８７号。以下「条例」という。）第１３条

の規定に基づき、松江市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（調査審議事項） 

第２条  条例第２条に規定する調査審議事項については、次の事項を含むものとする。 

⑴ 社会福祉法第５５条の２第６項の規定により市に体制整備が義務付けられた「地域福祉協議会」の

役割 

⑵ 同法第１０７条に規定する市町村地域福祉計画の策定又は変更及び当該計画の実施状況に関す

る事項 

⑶ 成年後見制度の利用の促進に関する法律第２３条第２項に規定する成年後見制度の利用の促進

に関する基本的な事項 

（専門分科会の事務） 

第３条  専門分科会の担任する事務は、次の表のとおりとする。 

専門分科会 担任する事務 

民生委員審査 

専門分科会 

⑴ 民生委員の適否の審査に関する事項の調査審議 

児童福祉 

専門分科会 

⑴ 児童福祉に関する事項の調査審議 

⑵ 児童福祉施設の設備及び運営の向上のための勧告に関する意見具申 

⑶ 家庭的保育事業等の設備及び運営の向上のための勧告に関する意見具申 

⑷ 幼保連携型認定こども園の設置、事業の停止又は施設の閉鎖の命令及び

認可の取消しに関する意見具申 

⑸ 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用定員の設定に関する

意見具申 

⑹ 市町村子ども・子育て支援事業計画の策定又は変更に関する意見具申及び

当該計画の実施状況の調査審議 

⑺ 子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な

事項及び当該施策の実施状況の調査審議 

障がい者福祉 

専門分科会 

⑴ 障がい者福祉に関する事項の調査審議 

⑵ 市町村障害福祉計画の策定又は変更に関する意見具申 

⑶ 地域における障がい者等への支援体制に関する課題の情報共有、関係機関

等の連携の緊密化及び地域の実情に応じた体制整備についての協議 

高齢者福祉 

専門分科会 

⑴ 高齢者福祉に関する事項の調査審議 

⑵ 市町村老人福祉計画及び市町村介護保険事業計画の策定又は変更に関す

る意見具申及び当該計画の実施状況に関する事項の調査審議 

⑶ 地域包括支援センターの設置・運営及び事業内容に関する調査審議 

⑷ 地域包括ケア推進に向けた支援体制の整備についての意見具申 

（専門分科会の会議） 

第４条  専門分科会の会議は、専門分科会長が招集し、専門分科会長がその議長となる。 

2  専門分科会の会議は、専門分科会に属する委員及び臨時委員（以下「専門分科会構成員」という。）
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の過半数が出席しなければ開くことができない。ただし、専門分科会長がやむを得ない事由があると

認めるときは書面をもって専門分科会構成員の意見を求め、これを会議に代えることができる。 

3  専門分科会の会議の議事は、出席した専門分科会構成員の過半数で決し、可否同数のときは、専門

分科会長の決するところによる。 

4  第２項ただし書による決議は、専門分科会構成員の過半数で決し、可否同数のときは専門分科会長

の決するところによる。 

5  専門分科会長は、専門分科会に付託された事項について調査審議を終了したときは、その結果に

ついて審議会の委員長に報告するものとする。 

（部会の事務） 

第５条  部会の担任する事務は、次の表のとおりとする。 

専門分科会 部会 担任する事務 

障がい者福祉 

専門分科会 

審査部会 ⑴ 身体障がい者手帳の交付に係る医師の指定に関する事項 

⑵ 更正医療担当医療機関の指定に関する事項 

⑶ 身体障がい者の障がい程度に関する事項 

児童福祉 

専門分科会 

事故検証部会 ⑴ 重大事故の問題点及び課題の抽出 

⑵ 事故の問題点及び課題を踏まえた再発防止のために必

要な改善策の検討 

⑶ その他目的達成に必要な事項 

（部会の会議） 

第６条  部会の会議は、部会長が招集し、部会長がその議長となる。 

2  部会の会議は、部会に属する委員及び臨時委員（以下「部会構成員」という。）の過半数が出席しな

ければ開くことができない。ただし、審査部会においては、部会長がやむを得ない事由があると認め

るときは書面をもって部会構成員の意見を求め、これを会議に代えることができる。 

3  部会の会議の議事は、出席した部会構成員の過半数で決し、可否同数のときは部会長の決するとこ

ろによる。 

4   第２項ただし書による決議は、部会構成員の過半数で決し、可否同数のときは部会長の決するとこ

ろによる。 

5   部会の決議は、審議会の決議とする。 

（庶務） 

第７条  審議会の庶務は、健康福祉総務課において処理する。 

2  専門分科会又は部会の庶務は、専門分科会又は部会を所管する課において処理する。 

（雑則） 

第８条  この規程に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、審議会が別に定める。 

附 則 

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和２年３月２日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和２年４月６日から施行する。 

附 則 

この規定は、令和４年４月１日から施行する。 
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(２) 委員名簿 

（敬称略） 

委員種別 委員氏名 所   属 

委   員 岡 田  昌 治 松江地域介護支援専門員協会 

臨時委 員 金 築  育 代 松江市民生児童委員協議会連合会 

委   員 狩 野  治 子 松江市高齢者クラブ連合会 

委   員 川 谷  一 寛 松江市町内会・自治会連合会 

臨時委 員 櫻 井  照 久 島根県老人保健施設協会 

臨時委 員 島 田  三 和 松江市薬剤師会 

委   員 

野々内 さとみ 
(～R5.6.6) 

松江市地区社会福祉協議会会長会 
須 山  佐 智 美 

(R5.6.7～) 

臨時委 員 

森  美 由 紀 
(～R5.5.16) 

島根県訪問看護ステーション協会松江支部 
竹 谷  里 佳 

(R5.5.17～) 

委   員 武 部  幸 一 郎 松江圏域老人福祉施設協議会 

臨時委 員 種 田  真 典 機能訓練サービス連絡会 

臨時委 員 

清 水  潤 
(～R5.5.16) 

松江市歯科医師会 
内 藤  晋 一 

(R5.5.17～) 

臨時委 員 野 津  積 ごようきき三河屋プロジェクト協議会 

臨時委 員 浜 村  修 島根県社会福祉士会子ども家庭委員会 

委   員 

池 田  康 枝 
(～R5.6.27) 

島根県看護協会 
原  德 子 

(R5.6.28～) 

臨時委 員 松 尾  衛 松江市公民館長会 

委   員 

（分科会長） 
松 嶋  永 治 松江市医師会 
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